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平成26年総務企画委員会会議録 

 

１．招集年月日  平成26年３月11日 

２．招集の場所  可児市役所５階第１委員会室 

３．開   会  平成26年３月11日 午後１時00分 委員長宣告 

４．審 査 事 項 

  審査事件名 

議案第20号 可児市職員の修学部分休業及び高齢者部分休業に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

議案第21号 可児市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例の制定について 

請願第１号 特定秘密保護法撤廃を求める請願書 

  協 議 事 項 

委員会質疑 敦賀原発事故避難者の受け入れ想定について 

報告事項１ 可児市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正

について 

報告事項２ 可児市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正

について 

報告事項３ 駅前公共用地の機能配置等の方針について 

報告事項４ 子育て政策の立案について 

報告事項５ 地方税法等の一部を改正する法律案の概要について 

その他 

 

５．出席委員 （７名） 

委 員 長  山 田 喜 弘     副 委 員 長  板 津 博 之 

委    員  伊 藤 健 二     委    員  小 川 富 貴 

委    員  中 村   悟     委    員  酒 井 正 司 

委    員  伊 藤   壽 

 

６．欠席委員 なし 

 

７．欠員（１名） 

 

８．説明のため出席した者の職氏名 

企画経済部長  加 納 正 佳     総 務 部 長  古 山 隆 行 

議会事務局長  高 木 伸 二     会 計 管 理 者  平 田   稔 
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企画経済部参事  荘 加 淳 夫     総合政策課長  牛 江   宏 

子育て政策室長  高 井 美 樹     総 務 部 次 長  吉 田 隆 司 

秘 書 課 長  前 田 伸 寿     防災安全課長  細 野 雅 央 

税 務 課 長  林   良 治     議会総務課長  松 倉 良 典 

 

９．職務のため出席した者の職氏名 

議 会 事 務 局              議 会 事 務 局 
書    記  村 田 陽 子     書    記  熊 澤 秀 彦 
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開会 午後１時00分  

○委員長（山田喜弘君） 委員の皆さんおそろいですので、ただいまから総務企画委員会を開

催いたします。 

 傍聴される方がお見えになりますので、お知らせいたします。 

 議会基本条例第12条に規定する自由討議を希望される場合は、その都度委員長に動議を行

ってください。賛同される委員がいらっしゃれば、自由討議を行います。 

 なお、委員長が必要と認めた場合も自由討議を行いますので、よろしくお願いいたします。 

 これより議事に入ります。 

 議案第20号 可児市職員の修学部分休業及び高齢者部分休業に関する条例の一部を改正す

る条例の制定についてを議題とします。 

 それでは、執行部の説明を求めます。 

○総務部長（古山隆行君） それでは、資料番号１番の議案書の11ページをお願いいたします。 

 これは、地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律の施行によりまして

地方公務員法が改正になっております。そこの高齢者部分休業の承認に係る規定につきまし

て、条例を一部改正するものでございます。 

 内容的には従前と同じということでございますが、もう少し詳しく担当の秘書課長のほう

から御説明いたします。 

○秘書課長（前田伸寿君） それでは、議案書の11ページをお願いいたします。 

 可児市職員の修学部分休業及び高齢者部分休業に関する条例の一部を改正する条例という

ことでございます。 

 今、部長が申し上げましたとおり、地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関す

る法律の成立に伴って地方公務員法が改正をされております。ここの改正前の第３条、法第

26条第３号第１項の条例に定める期間は５年とするという内容を、地方公務員法の改正に伴

いまして、年齢は55歳とするという改正内容でございます。これにつきましては、改正に伴

って、修学部分休業及び高齢者部分休業の期間の上限が法律上廃止されて、上限設定を条例

委任されたということで一部改正するものでございまして、従前は定年退職までの５年とい

う期間を年齢として55歳ということで改正をするものでございます。 

 施行につきましては、平成26年４月１日からでございます。以上でございます。 

○委員長（山田喜弘君） これより議案第20号に対する質疑を行います。 

 質疑はございませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

 それでは、質疑を終了します。 

 続いて討論を行います。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは、討論を終了します。 

 これより議案第20号 可児市職員の修学部分休業及び高齢者部分休業に関する条例の一部
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を改正する条例の制定についてを採決します。 

 挙手により採決します。 

 原案に賛成の方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

 挙手全員であります。よって、議案第20号については、原案のとおり可決すべきものと決

定しました。 

 次に、議案第21号 可児市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を

改正する条例の制定についてを議題とします。 

 それでは、執行部の説明を求めます。 

○総務部長（古山隆行君） それでは、先ほどの資料番号１番の議案書の12ページをお願いい

たします。 

 非常勤特別職職員であります消防団員の報酬と費用弁償の見直しを行いまして、処遇改善

を行うものでございます。班長と団員の報酬額を引き上げ、費用弁償につきましては、火災

や水害等の場合と教養訓練等の場合を分けまして設定をいたします。 

 そのほか、著しい心身に負担を与えるような災害の場合には、特別の出動ということで、

新たに5,000円という費用弁償を設けるというものでございます。 

 もう少し詳しく、担当の防災安全課長のほうから説明をいたします。よろしくお願いしま

す。 

○防災安全課長（細野雅央君） それでは、説明をさせていただきます。 

 本件の条例改正案につきましては、さきの２月３日に行われました総務企画委員会におい

て事前に説明をさせていただいたところでございます。 

 今回の正式な条例改正案につきましてもおおむね同じでございますけれども、委員会付託

議案として、再度改めて説明をさせていただきます。 

 今回の改正の理由でございますが、まず消防団員の報酬でございます。 

 階級ごとの報酬のバランスを考慮したものでございます。以前にもお話ししたかと思いま

すけれども、団長から部長までの階級につきましては、監督者としての業務、会議、あるい

は対外的な交渉などが活動の中心であるというのが実態でございます。したがって、おおむ

ね活動内容に応じた報酬額ではないかと思料されるところでございます。 

 一方、班長・団員につきましては、現場で実際に汗を流し、実働部隊としての活動が中心

でございます。活動内容を考慮しますと、部長の報酬額との差が大きく、全体のバランスか

らしても低額ではないか思料されるところでございます。したがいまして、消防団員の階級

ごとの報酬単価のバランスを考慮することが改正の理由でございます。 

 次に費用弁償、いわゆる出動手当でございますが、これまで1,500円という一律であった

額を、出動の内容に応じたバランスを考慮するということが改正の理由でございます。 

 改正の内容でございますけれども、まず消防団員の報酬でございます。 

 班長の報酬額を年額３万5,000円から年額３万8,000円に、それから団員の報酬額を年額３
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万円から３万7,000円にそれぞれ引き上げるというものでございます。 

 費用弁償に関する改正につきましては、消防団の出動のうち、火災や水害などの、いわゆ

る災害時の出動につきましてはリスクを勘案いたしまして、現行の1,500円から1,800円に引

き上げます。 

 また、今部長が言いましたように、災害時の出動のうちに、特に著しい心身の負担がある

と市長が認めた場合は特定災害という、この場合は5,000円を支給するというものでござい

ます。この特定災害にて出動する場合といたしまして今想定しておりますのは、劣悪な任務、

例えば災害や事故によりまして多数の死者が出た場合における遺体の捜索、収容、洗体、い

わゆる遺体を洗うですね、それから搬送。それから原子力発電所事故が発生した場合におい

て、放射線量が高いエリアで作業をする場合。それから災害対応が長期にわたる場合の出動、

主に１カ月を超えるような出動というのを考えているところでございます。 

 また、支給の根拠となります出動時間数につきましては、これまで特に規定がございませ

んでしたので、支給の基準となる１回当たりの出動時間数を８時間と規定するものでござい

ます。この８時間という時間は、社会通念上、１日当たりの労働時間という考え方に基づい

たものでございます。 

 こういった改正内容を議案書12ページ、13ページで説明いたしますと、第２条におきまし

て、報酬の額を別表において、今まで別表は１つでしたけれども、この別表で規定をすると

いう内容になっておりますけれども、費用弁償に係る部分につきましては支給基準を細分化

したということで、その分だけ新たな別表を規定するということにしましたので、従来の別

表を別表１と改めるものです。 

 第４条におきましては、従来の別表を別表１と改めるとともに、新たな項を起こしまして、

団員が出動した際の費用弁償の支給基準を別表２で規定するとしたものでございます。また、

新たな項、第２項を起こしたことによりまして、項ずれが生じたことによる修正が第３項に

ございます。 

 別表につきましては、従来の別表を別表１と改めますとともに、消防団員のうち、班長と

団員の報酬の額を改める。それから、新たに別表２として、消防団員の費用弁償の支給基準

を規定するとともに、備考として支給の基準となる１回当たりの出動時間数を８時間という

ふうに規定したものでございます。 

 この８時間という規定でございますが、８時間を超えて出動した場合、８時間ごとに出動

が１回として計算をして、残りの時間に８時間未満の端数が生じた場合は８時間とみなして

計算するというものでございます。ただし、その端数が１時間未満の場合は、カウントはし

ないという規定です。例えば12時間連続で出動した場合ですと、８時間プラス４時間という

ことですので、４時間分が端数というふうになります。この分を８時間とみなして２回出動

したということにするものでございます。例えば出動時間が８時間50分の場合ですと、８時

間プラス50分ということになりまして、50分分につきましては１時間未満の端数となります

ので、この場合はカウントされずに１回分の出動ということになります。 
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 改正案の施行は、平成26年４月１日からといたします。 

 費用弁償に関しましては、平成26年４月１日以降に支給すべき事案が生じた場合から適用

し、平成26年３月31日までに支給すべき事案につきましては、従前の例によると規定したも

のでございます。以上でございます。 

○委員長（山田喜弘君） これより議案第21号に対する質疑を行います。 

○委員（伊藤健二君） 提案いただいた内容とその説明については、基本的に了解できており

ます。その上で、総務部長のほうにお尋ねするのが適切かと思いますが、可児市で費用弁償

という対応をする場合に、費用弁償については、今回の場合もそうですが、固定額で表示さ

れています。報酬及び費用弁償については、それぞれの対応する仕事の中身によって違うわ

けですが、一般論としてですが、この固定額で表示するという考え方について、可児市は今

後もこういう考え方でいくかどうか。実費、費用を精算するという概念が費用の弁償の中に

はあるわけですが、そうした考え方を今とっておりませんけど、この点についてどのように

お考えか。質問の趣旨は御理解いただけましたでしょうか。その点についてお願いしたいと

思います。 

 なお、ここの議案にある水害その他が1,800円、その他の5,000円と1,500円については、

その額のあれのうちの説明が今ありましたので、必要ありません。一般論としての考え方に

ついてお尋ねします。 

○総務部長（古山隆行君） この費用弁償につきましては、実態的には私たちの理解としては、

出動の手当というふうに理解したほうが実態に合っているというふうに思います。 

 他市町村も全て定額で、それぞれ額は違いますけれども、手当という形で通常呼んでおり

ますし、お支払いをしておりますので、例えば通勤距離ですとか、まさかバスで来るとか、

鉄道を利用して通勤するということはないわけですので、これは実態的に出動手当という理

解で定額支給をしておると。今後もそのようにしていきたいと。他市も同様であるというふ

うで考えております。 

○委員長（山田喜弘君） ほかに発言はありませんか。 

○委員（小川富貴君） お尋ねさせてください。 

 5,000円のところですね。特定災害のところの御説明の中で、原子力災害が入りました。

その中で、数値が高いときというような設定があるようですが、基本的に１年１ミリシーベ

ルトというのが法律で決められているところです。ですから、特別数値が高いところで作業

するというのは、要するに原子力業務に携わる人の数字がまたありますよね。それに基準す

るところに近いものなのか、一体どのくらい、風向きによっては可児市の場合は20ミリシー

ベルトぐらいのひょっとしたら汚染があるんじゃないかというような想定が出たようですけ

れども、ある程度の数字があるんですか。それともその場の判断ですか。 

○防災安全課長（細野雅央君） 今回、いわゆる原子力災害で想定しております場合の出動で

すけれども、今考えておるのは、いわゆる放射線の年間の実効線量が20ミリシーベルトを超

えるおそれがある場合、ここはいわゆる居住制限区域というふうになりますので、もしモニ
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タリングなんかをして、そういう数値が出る、あるいは出そうな場合には、当然避難をしな

ければなりません。そういったときに、消防団が誘導するとか、最終的に全員ちゃんと避難

しておるかどうかということを確認することもあるかもしれませんので、そういったときの

対応として、この5,000円という制度を設けたというところでございます。 

○委員長（山田喜弘君） ほかに発言はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは質疑を終了します。 

 続いて討論を行います。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは、討論を終了します。 

 これより議案第21号 可児市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部

を改正する条例の制定についてを採決します。 

 挙手により採決をします。原案に賛成の方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

 挙手全員であります。よって、議案第21号については原案のとおり可決すべきものと決定

しました。 

 次に、請願第１号 特定秘密保護法撤廃を求める請願書を議題といたします。 

 では、事務局に請願の朗読をさせます。 

○議会事務局書記（熊澤秀彦君） では、請願の朗読をさせていただきます。 

 特定秘密保護法撤廃を求める請願書。 

 請願者、新日本婦人の会可児支部支部長 小林宏子。住所、可児市大森2473。紹介議員、

伊藤健二議員、冨田牧子議員でございます。 

 請願趣旨でございます。 

 日ごろから市民の命と暮らし・平和を守るため御奮闘されていることに敬意を表します。 

 新日本婦人の会は、1962年の創立以来、「憲法改悪軍国主義復活に反対」を掲げ、「子供

たちの未来に平和な日本を！」と運動をしています。 

 しかし、昨年12月６日深夜、特定秘密保護法案が衆議院で強行採決されましたが、この法

は憲法で保障された「国民の知る権利や言論の自由」を侵害するおそれがあります。 

 マスコミ調査でも反対意見が５割を超え、弁護士会、多くのマスコミ、著名人など広範な

国民が反対しています。 

 可決強行後の共同通信社が行った全国世論調査でも、同法の廃止、修正を求める声が82％

となっており、70％の方々が同法に不安を感じていることでも明らかなように、民意に背い

た法律と言わざるを得ません。 

 また、同本案が可決後、多くの地方議会が反対及び慎重審議を求める意見書を可決してい

ます。 

 同法は秘密規定が曖昧で、接した情報が特定秘密か否かも認識できない中で、公務員のみ
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ならず、報道関係者、さらには一般国民までもが情報の漏えいということで知らぬ間に処罰

の対象とされる危険性をはらんでいます。 

 憲法の柱である「国民主権、基本的人権、平和主義」にことごとく背く特定秘密保護法は、

その内容からも、また決め方にしても、民主主義と相入れるものではありません。 

 地方自治法第99条の規定に基づき、以下のとおり国、関係機関に意見書を提出されるよう

請願します。 

 請願項目１．特定秘密保護法の廃止を求める意見書を政府に送付すること。 

 以上でございます。 

○委員長（山田喜弘君） それでは、紹介議員の伊藤健二委員がおられますので、補足すべき

ことがあれば簡潔に御説明ください。 

○委員（伊藤健二君） 基本的なことは、この請願に書いてあります。その上で、補足といい

ますか、一部は繰り返しになりますが、ポイントになる内容について補足をさせていただき

ます。 

 この秘密保護法という法律の何が問題なのかということでありますが、私はまず最初に言

いたいのは、これが日本の最高法規である日本国憲法の基本内容と矛盾するところが大変多

いという点です。つまり、憲法の国民主権、それから人権尊重、それから戦争政策には与し

ないという非戦という問題等について、やはり極めて危うい法律となっているということで

あります。 

 そうした点で違憲立法だというふうに言わざるを得ず、既に、ちょっと名前を失念しまし

たが、弁護士等がこの法律は違憲であるということで、その確認を求める裁判を提訴に至っ

ているということも報道されております。 

 どういう点が問題かについて、簡単に言います。 

 第１の問題は、特定秘密というわけでありますが、政府の勝手な判断でどこまでも際限な

く広がっていくという点であります。防衛とか、外交とか、特定有害活動の防止とか、テロ

の防止等にかかわるということで、４つの分野に、合わせて二十数項目が特定秘密とされて

おりますが、そうしたものに関する情報、あるいはどこまでも情報の対象が広がるという点、

それは行政機関の長が決めるという仕組みになっておりますから、およそ限界がありません。

行政機関にとって不都合なことは全て秘密にされてしまうおそれが多大であるという点であ

ります。 

 そうした点で、原子力発電であるとか、あるいは今大きな国際課題になっておりますＴＰ

Ｐのあり方だとか、そうした内容についても取り締まりの対象にされてしまう危険がありま

す。そうした点では、戦前の暗黒時代へのさかのぼりにさせてはいけないわけであって、戦

後の現代の昭和憲法、今の日本国憲法にきちっと準拠するということが基本的に大事ではな

いかと思うわけです。 

 ２つ目は、特定秘密というけれども、何が秘密にされるのか、それ自体が国民にはわから

ないということです。それ自体、例えば自分が疑いをかけられて捕まったと仮定しますと、
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それについては何が、あなたが犯した罪だというのが特定されないということです。そうい

う点について、やはり刑法の立場から見ても問題が出ます。何が秘密か、それ自体がわから

ない、特定されないということですね。 

 ３つ目は、逮捕された場合に、国民にはまともに裁判を受ける権利さえ奪われてしまうと

いう問題があります。裁判で罪となる事実を明らかにしようとしても、その事実そのものが

特定秘密で、裁判所に対しても秘密にされます。これでは自分がどういう罪で逮捕されたの

かということがわかりません。弁護士にだって弁護のしようがないというわけであります。

つまり、法律で保障された弁護士による弁護を受ける権利が、人権としての部分が作動しま

せん。こんな暗黒裁判で、最高刑が懲役10年などといって脅かされるわけであります。 

 政府がこれを出すときに、有識者会議ということで報告していますが、極めて公務員や民

間人を厳刑で威嚇するような文言が当初から組み込まれております。こういうのは刑法の精

神で、犯した罪に対していかなる刑が適切なのかというふうで成り立つはずですが、そうで

はなく、まさに脅しの文句で、威嚇でつくった法律、そういう内容になっているということ

を法務省が問題ありということで反対をしました。しかし、有識者会議は、秘密を取り扱う

者に緊張感を与えることを罰則の目的の一つに加える形で、結局押し通したということも最

近明らかになっております。 

 そうした点を考えますと、まさに法治国家としての法の体系にも問題を残したまま強行し

て決めてしまった法律、これが特定秘密保護法と言わざるを得ません。 

 そうした点で、日本国憲法は平和主義、そして国民主権、基本的人権を明らかにしていま

す。国民の知る権利、そして戦争は二度と起こさせない、こういう国民の戦後の出発、立脚

点に対し、何らそういう国民の権利が実施できないという極めて厳しい事態になるというこ

とでありまして、国民の知る権利が保障されないような法律というのは、まさに違憲立法で

あります。そうした点からも、ぜひこの法律は廃止されるべきだと思います。 

 昨年の暮れに告示されましたので、１年後、ことしの年末までには実施ということになる

わけであります。施行されるということになるわけでありますが、それをやめさせるという

ことは、日本の国民の歴史にとって極めて大きな意義を持つと思いますので、ぜひ本議会か

らも、特定秘密保護法については廃止をしてくださいという市議会での意見書をお出しいた

だくように重ねて提案、お願いをするものであります。よろしくお願いいたします。 

○委員長（山田喜弘君） ただいまの伊藤健二委員の説明に対する質疑はありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

 では、質疑を終了します。 

 自由討議を希望される場合は、委員長に自由討議を求めてください。賛同される委員があ

れば、自由討議を行います。なければ討論を行います。 

○委員（小川富貴君） 自由討議を求めます。 

〔「賛同します」の声あり〕 

○委員長（山田喜弘君） 賛同される委員がありますので、自由討議を行います。 
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○委員（小川富貴君） 伊藤委員には質問という形ではないのですが、私もこれについて、特

に原子力発電所関係が特定秘密保護法の範疇に入るということを聞いているわけです。現実

的に、核がなくてもミサイルを撃ち込まれるだけで核爆発を起こすわけですから、もとより

国に原子力発電所があるということは、防災上でも大きな問題であるということは前提とし

てあるわけですけど、例えば原子力発電所事故が今回あったときに、私すぐ行って自分でチ

ラシを書いて配ったわけですけど、あのときまだ周知されていなかったわけです、国がほと

んど隠し込んでいましたから。ほとんど害がないだとか、影響しないという言葉。 

 でも、そのときにＳＰＥＥＤＩは動いていませんでしたけれども、各国のＳＰＥＥＤＩは

インターネットに載って流れていたわけです。そういうものをインターネットで知って、チ

ラシに書いて配る。配りながら、私どこかでどきどきしていたんです。どこかで何か違法行

為になるんじゃないか。誰もそれは認めてくれていませんでしたからね、国全体がきずな、

きずなという言葉で埋め尽くされて。ああいうときに、それがどこかで法律に知らないうち

に抵触する行為になるんじゃないかというのが、やっぱりあのとき私がどきどきしながらチ

ラシを配った思いがダブるんですね。 

 もしこういうことがあるとすれば、やっぱりもっときちっと、法律が必要な時期に入って

いるのかもしれないという一方の意見というのも私もわかるんです。戦争を全くしない、手

首を縛ったような状況で、どんどん圧迫をかけてくる国とどういうふうに対峙していくんだ

という、一方の立場というのも非常に理解できるところですけれど、それでももう少し丁寧

な議論があって、憲法との抵触しない点等も、国民に理解ができるような形での議論をもう

少しきちんとすべきであったろうというふうに思います。 

 そういう意味で、やはり議論の場をもう少しきちんとやり直すという意味で、これは考え

なきゃいけない法律ではないかなというふうに思うんですけど、皆さんはいかがでしょうか。 

○委員長（山田喜弘君） 御意見ある方ありますか。 

○委員（伊藤健二君） 自由討議なので、ちょっと発言をさせていただきたいと思います。 

 今も原子力発電所事故の問題にかかわって体験的な御発言があって、本当にそのとおりだ

と私も思いました。 

 放射能汚染水は、地下水と放射能の問題が重なって広がって、400トンとか300トンとかい

う途方もない量で流れ込んでいて、それを一方で処理しつつも、処理済みの低濃度の汚染水

はタンクが満杯になって、このタンクからまたこぼれ落ちてというとんでもない事態が続い

ていて、最近の国会でも、きのうもおとといもやっておられました。国会の審議は審議とし

てしっかりやってもらうとしても、ともあれ現地で汚染水問題は拡散をしている、ちっとも

終わっていないわけですね。そういうことを、だめじゃないかといって首相官邸前でデモ行

進をやっていたら、原子力発電をやめろとか、原子力発電をなくせとかいうデモも、あいつ

らはテロ行為だといって叫んだ与党幹事長がおられます。要するに、政府の説明に抵抗して、

どうも政府の気に入らないことを叫ぶ連中は、一体あいつら何だという扱いで取り扱おうと

する自由民主党の石破幹事長の発言がありました。デモ行進をテロとなじったやり方につい
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ては、後に訂正されましたので、それ自体は表面上取り消しになりましたけれども、そのと

きにしゃべった一連の文言は、明らかに現行の政府政策にノーと掲げる世論については、何

らか取り締まれという発想でした。まさにそこにあらわれていると僕は思うんです。 

 だから、言論は原則自由なんで、話したことは話した人が責任を持って対応すべきであっ

て、国民に対して。特に政治家であれば、憲法をきちっと守って、そのもとで言動に責任を

持つという立場が必要かと思います。政治家ですので、憲法の意見と違う考え方を持つこと

はあり得ます。あり得るけれども、それは政治家としての責任で対処すればいいわけであっ

て、その辺は今後も大きな議論になろうかと思いますが、いずれにしても何が秘密かがわか

らないということでは、逮捕されても逮捕された理由、罪状がわからない、確定しない。弁

護しようにも弁護士が対応できない。裁判所も、判決を出すにも何が秘密なのかが特定され

ていないわけですから、事案の対象、目的がはっきりしていないわけですね。そういう点で

は裁判にならないということであります。まさに文字どおりの暗黒裁判ということにせざる

を得なくて、日本の法治体系に巨大な欠陥、穴をあけることになると思います。 

 いろんな意味でこの問題は、原子力発電問題一つとって、その情報をどうするという問題

についても問題があるわけであります。まして、日本には御存じのように、沖縄を初めとし

て外国の軍隊がこの発達した資本主義の国でいまだに国土面積の何％という途方もない面積

を占めている現実があります。そうした国際の軍事同盟の関係がもろに国内に存在するわけ

で、そこで写真を撮ろうとかどうとかいう話になれば、それは国防だ、外交だ何だという問

題が目の前であり得るわけでありまして、日本の国においてはこの特定秘密保護法がこのま

ま施行され、国民を縛ることになれば、まさに自分の家族の写真をぱちっと撮った、その写

真がたまたま後ろにアメリカの最新鋭軍艦でも置いてあれば、大変な話になるということに

なりかねない。まさにかつて国民が一度経験をした、軍事が支配する社会ということになり

かねない、そうした懸念まであるんじゃないかと思います。 

 取り越し苦労だといって書いた新聞がございました。しかし、それは決して取り越し苦労

ではなくて、現在の憲法及び法の体系に完全に恣意的な、主観的な支配を持ち込もうとして

いる、そういう法律だということをぜひ御理解いただいて、これはやっぱり廃止すべきもの

だという声に御理解をいただきたいということであります。 

○委員長（山田喜弘君） ほかに発言はありませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 なければ自由討議を終了します。 

 それでは、討論を行います。 

 反対の討論をされる方はありますか。 

○委員（伊藤 壽君） 特定秘密保護法撤廃を求める請願ということで、特定秘密保護法の廃

止を求める意見書を政府に送付するという請願項目に対して、反対の立場から申し上げます。 

 特定秘密につきましては、法律で求めておりますように、防衛、外交、特定の有害活動の

防止、テロ活動の防止と、この４分野であるかと思います。したがって、この中には国にと
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って大変重要な情報もあると思います。ただ、この点に関して、報道等では不安も感じてい

るといったような報道もされております。 

 ここのところ、国会のほうでは秘密監視機関についての議論がされているようです。しか

し、こうした不安を解消するために、国会の場で十分審議を尽くして、議論を尽くしていた

だきたいと。そして、国民に説明責任を十分果たしていただきたいと。そうしたことによっ

て理解を得て、これを施行されるようにしていただきたいとは思いますが、既に法律が成立

しておりまして、これに沿って十分議論を進めていただきたいというふうに思います。 

 そして、基本的には保護すべき情報は厳密に管理していただき、それ以外の情報につきま

しては、基本的には全て開示するということを望みたいと思います。 

 したがいまして、この意見書について、特定秘密保護法の廃止を求めるということにつき

ましては反対をいたします。以上でございます。 

○委員長（山田喜弘君） ほかに発言はありませんか。 

○委員（伊藤健二君） 採択をされるよう、賛成の立場で討論をいたします。 

 補足説明でも提起しましたが、憲法違反の特定秘密保護法となっています。これは廃止す

るしか解決する方法がありません。問題とした点は、既に３点にわたって論及しましたので

繰り返しませんが、国民の多数が、強行採決された後も、やはりその夜も、そして年がかわ

って2014年に入ってからもさまざまな人が、ここに、請願趣旨に述べられておりますとおり、

まさに多くの方の民意として適切な法律ではない、廃止すべきだということを主張しておら

れ、またこれを受けた地方議会でも、たしか100を超えていたかとは思いますが、慎重な取

り扱いをするよう求める点を含めまして、意見書を可決をしています。 

 反対の討論の中に、情報開示を求めていくんだけれども、国民の理解を得てやれ、あるい

は監視委員会が第三者的にできるかのごとくつくられるであろうから、そういうところで厳

密にやればよろしいという御発言がありましたけれども、これを選定し、任命していくのも

実は首相、日本の最高権力者であります。何を秘密にするかという秘密の特定をするのも内

閣の長、いわゆる内閣総理大臣であり、そして運営上の取り締まりに対応するのも首相であ

ります。自分で決めて自分で点検をして、基本的には４分野についてしっかりと秘密を保持

せよというわけでありますので、これは何の歯どめにもなりません。まさに首相が暴走すれ

ば、もう誰もとめることができない、こういう事態になるということであります。 

 そしてもう１つ、現在の４分野、外交や軍事等の問題についての秘密の保持については、

十分・不十分の議論はあろうかと思いますが、今ある法律、現行の国家公務員法、地方公務

員法、その他必要な法律で対処してきたし、対処できるわけであります。問題なのは、その

運用の仕方でありまして、新たな、皆目中身の特定されない不自然な法律を無理やりつくっ

て、それに歯どめをかける方法もなくてというやり方については、全く適切ではないという

ことを重ねて指摘をして、ぜひこの請願を採択してくださるよう討論を行いました。以上で

す。 

○委員長（山田喜弘君） ほかに発言はありませんか。 
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○委員（酒井正司君） 私は、請願に対しては結果的に反対の立場で討論いたします。 

 結果と申しますのは、まず法の趣旨は間違いない。ただ、運用において、ある意味拡大解

釈ができたり、不透明な部分ができたり、あるいはいろんな権利侵害が生じるおそれがある

と。この請願にも書いてありますように、国民の知る権利や言論の自由を侵害するおそれが

あると、断定的な表現ではないように、私も慎重な運用を望む者であります。 

 まず、この特定秘密保護法の趣旨は、国の安全保障に関する情報のうち、特に秘匿を要す

るものの保護に関して、必要事項を定めて国と国民の安全を確保する目的の法律とうたって

あります。すなわち法の対象としては、外交、防衛、スパイ、テロに厳しく限定をすると。

当然運用上においても、拡大解釈の懸念が一掃されなければならないと思います。それに向

けて、政府は情報保護監視準備委員会を発足させて、国民の不安に応えようとしております。 

 さらには情報保全諮問会議、これは法の適用運用のために、秘密指定の統一基準づくりを

進めております。私はあわせて、できれば行政機関の保有する情報の公開に関する法律の改

正も早急に着手すべきだという意見であります。 

 最近の国際情勢を見ますと、中国や韓国との領土問題、あるいは東西冷戦が再来するので

はないかというような懸念が生じておりますし、アメリカ国内を見れば、シェールガスが大

量に出るようになりまして、エネルギー問題が解決すれば、中東等への米軍の派遣なども恐

らく縮小されて、日本が今頼りとしているアメリカへの安全のただ乗りには限界があろうと。

変動する国際情勢に対応した新たな行動を起こさなければならないと考えます。 

 将来にわたり、国民の安全を担保する方策を今考える時期に来ているのではないかと。そ

れには国際標準の機密漏えい防止システムを独立した国としてしっかり確立して、国際社会

で信頼関係を構築する条件として、この法律が必要であろうと思います。 

 知る権利の制限が無制限に行われるのではないかというような新聞等々の報道も見られま

すけれども、大手新聞、名前を上げれば読売と産経新聞などが上げられるかと思いますが、

これらを除いては、ほぼ法に反対であるという意見であります。 

 ただ、しっかりと注目しなければならないのは、ネット世論は逆でございます。顕著な例

を一つ申し上げますと、朝日新聞がウエブ上で行ったアンケートでは、最初は反対が優勢で

ございましたけれども、最終的には法に賛成する数が反対の倍以上という結果に終わってお

ります。 

 日本には三権分立制度があります。最終的に必要な秘密か否かは裁判所がチェックするこ

とになります。ただ、これを政府が拒否できますが、その理由を裁判所へ説明する義務が課

せられておりますので、これは大きな担保であると思います。 

 言論を統制して戦争へと進む危険性があるのではないかというような一部の懸念もござい

ますけれども、戦争の悲惨さは国民一人一人が強く十分に認識しており、その空気を見逃す

ほど日本人はおろかではないと信じております。 

 平和は座して無償で転がってはまいりません。今享受している平和を維持し、次世代の安

全を確保するために、今この法をつくって行動を起こすべきだと思っております。 
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 以上で反対討論といたします。 

○委員（小川富貴君） 私は２つの点において、この請願書への賛成の討論をさせていただき

ます。 

 まず第１点目は、不備というところです。今酒井委員からも御紹介をいただきましたよう

に、アメリカなんかですと、こういう秘密にしたものは、例えばケネディの問題でもそうな

んですけど、何十年後かに必ず公開するというのがつけられているんですけど、この法律に

はそれが全く明記されていません。何が秘密だって、どういうことがその中で起こって、そ

の結果どうなったのか、必ず検証が、どんなことでも公がするものに対しては、責任を取る

という意味でこういったことが明記されなければならないんですけど、これについては明記

されていません。それが１点目です。 

 ２点目は、決まるのが早急過ぎた。各野党が非常に問題を言ったんですけど、突然ばたば

たと決まってしまったというような法案であったということを強く感じております。伊藤委

員が反対討論の中でもおっしゃいましたように、今後運用に当たってきちんと議論をしてい

けばいいというふうに、議論を尽くしていかなければいけないというふうにおっしゃったん

ですけど、それは法を決める前に、こういった不備の問題も含めて、きちんと議論をすべき

ものではなかっただろうかと思います。 

 私は不必要な法だとは思っていないんです、決して。本当に必要な法であれば、もっとき

ちんと手続をとった議論が必要であったと思います。という意味で、私は今回、この撤廃を

求める請願に賛成いたします。 

○委員長（山田喜弘君） ほかに発言はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは討論を終了します。 

 これより請願第１号 特定秘密保護法撤廃を求める請願書についてを採決いたします。 

 挙手により採決いたします。請願第１号を採択する方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

 挙手少数であります。よって、請願第１号については不採択とすべきものと決定いたしま

した。 

 以上で、本委員会に付託されました案件の審査は終了しました。 

 それではお諮りします。本日審査しました案件に関する委員長報告案の作成につきまして

は、委員長、副委員長に御一任願いたいと思いますが、御異議ございませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

 御異議なしと認めますので、そのようにします。 

 以降の議事については、担当の部長、課長のみで行いますので、順次、担当以外の部長、

課長は御退席いただいて結構です。 

 ここで暫時休憩とします。 

休憩 午後１時48分  
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―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後１時50分  

○委員長（山田喜弘君） 休憩前に引き続き会議を再開します。 

 委員会質疑についてを議題とします。 

 伊藤健二委員から、資料番号１のとおり質疑が提出されておりますので、質問と回答をし

ていただくようお願いします。 

 では、伊藤健二委員に質問趣旨の説明を求めます。 

○委員（伊藤健二君） お手元の資料によりまして、質問いたします。 

 質疑事項は、１つ、敦賀発電所事故避難者の受け入れ想定についてということで、新聞報

道によれば、県は１月28日に、敦賀の原子力発電所施設で事故が発生した場合の住民避難方

針案を明らかにしました。それによると、可児市では外部被曝線量が20ミリシーベルト未満

と比較的低いと想定される県内23市町村の１つであり、避難民を200名受け入れる案となっ

ています。 

 この点につきまして、１つは、市として被曝線量の県の想定について、どのように受けと

めて対処しておられるのか。２つ目は、避難民の受け入れを200名とした根拠、流れについ

て、どのように算出されたものであるか。３点目は、避難者を受け入れる収容可能避難所に

ついて、どこにどれだけの規模で受け入れるつもりであるのか。また、その準備状況等はど

うなっているのかについて、御説明をお願いいたします。 

○委員長（山田喜弘君） 執行部の回答を求めます。 

○防災安全課長（細野雅央君） それでは、お答えいたします。 

 まず、資料番号１－２に新聞のコピーがついてございます。この新聞のコピーの左のほう、

避難受け入れ人数を見ますと、可児市は200人ですけれども、お隣の美濃加茂市は3,800人、

あるいは中段よりちょっと下の御嵩町は2,400人ということで、これだけ見ますと何で可児

市が200人なのかという疑問をお持ちではないかと思います。ちょっとこの新聞の書き方が

紙面の関係上、はしょっておりますもんですから、ちょっと誤解を招くのではないかと思い

ますが、この可児市の200人というのは、旧兼山町の部分だけでございます。したがいまし

て、順次、ちょっと長くなるかもしれませんが、この200人に至った経緯であるとか、じゃ

あどこに200人を受け入れるのかという説明のほうをさせていただきます。 

 今回、岐阜県が発表いたしました原子力災害に係る岐阜県広域避難計画案というのは、昨

年策定いたしました岐阜県地域防災計画の原子力災害対策計画に基づいたものでございます。 

 県は、関係市町村が行う避難計画の策定について支援を行うことが定めてございます。こ

の避難計画というのは、いわゆる原子力災害の避難計画ということでございます。この避難

計画の策定に当たりましては、平成24年９月に県が行いました放射性物質拡散シミュレーシ

ョン結果がベースとなっているものでございます。 

 県の原子力災害対策計画におきまして、市町村の避難計画の策定については、３つの段階

に分けてございます。 
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 まず、県内のＵＰＺのエリア、これは揖斐川町の一部、坂内川上地区と藤橋地域の一部で

ございます。ここにつきましては、平成24年度に揖斐川町が避難計画を策定し、避難先は揖

斐川町中央公民館としたところでございます。 

 次に、岐阜県の対策強化地域のうち、年間実効線量が100ミリシーベルト以上の可能性が

示された地域、これは大垣市のうち旧大垣市、それから関ケ原町、それから揖斐川町のうち

旧藤橋村と旧坂内村でございます。この３地区におきまして、放射線量が避難しなければな

らない判断基準にした場合に避難を要する場合、３市町は、この市町村のエリアを越えて避

難をすることになります。この３市町におきましては、おおむね平成25年度内をめどに避難

計画を策定する予定になっております。今回、岐阜県が発表したこの避難方針案に係る部分

は、この３市町の避難計画を策定するに当たっての、いわゆる一つの参考資料、指針みたい

なものでございます。 

 今言いました大垣市のうち旧大垣市、関ケ原町、それから揖斐川町のうちの旧藤橋村と旧

坂内村の３市町が避難計画を策定する際における避難先は、県内を前提に考えられておりま

す。県が行った放射性物質拡散シミュレーション結果におきまして、年間の実効線量が20ミ

リシーベルト以上の可能性がないと示された地域を避難先とするというものでございます。

この場合の地域、いわゆる市町村は、合併前の旧市町村単位でやるということでございます。

可児市におきましては、シミュレーションで年間実効線量が20ミリシーベルト以上の可能性

があるということで対策強化地域に指定されておりますけれども、可児市全域において年間

実効線量が20ミリシーベルト以上の可能性があるわけではございません。旧市町村単位でし

ますと、旧兼山町の例は、年間実効線量が20ミリシーベルト以上の可能性がない地域という

ふうになっております。したがって、大垣市を初めとした３市町の避難者の一部受け入れ先

は旧兼山町ということになります。 

 御質問にありました線量想定につきましては、年間実効線量が20ミリシーベルト以上の可

能性のない地域ということになります。 

 次に、３市町が行う避難計画の策定につきまして、今般、県が考え方とか基準を示したと

ころでございます。それによって作業が進められたということでございます。これは、可児

市だけではなく、避難を受け入れる関係市町が全て県の考え方に沿って作業を行ったという

ことでございます。したがいまして、この２番目と３番目の御質問につきましては、作業の

プロセスでお答えをしたいと思います。 

 まず、県が行いました放射性物質の拡散シミュレーションによって、100ミリシーベルト

以上の可能性が示された３市町の人口を想定して、約10万人というふうに想定をされました。

この10万人を受け入れる市町村として、20ミリシーベルト以上の可能性がない地域の市町村、

旧市町村単位ですけれども、それぞれの旧市町村単位におけるその市町村の指定避難所、通

常は地域防災計画で定められております指定避難所を県がピックアップいたしまして、避難

者を受け入れる側の各市町村において、この指定避難所における原子力災害の際の避難の受

け入れの可否、それぞれの指定避難所ごとですけれども、その可否を検討すると。受け入れ



－１７－ 

が可能な指定避難所の面積から収容される人員を算出し、避難者である約10万人を避難先の

指定避難所における収容人数に応じて、旧市町村単位で割り振ったということで、報道記事

はその数字が示されているということでございます。可児市におきましては、旧兼山町が対

象となっておりますので、旧兼山町にある指定避難所を検討し、いわゆる施設管理者と協議

をした結果、兼山公民館と兼山小学校と老人福祉センターやすらぎ館を受け入れ可能な施設

として判断をいたしました。 

 次に、収容人数の算出でございますが、原子力災害における避難というのは長期化が予測

されるということで、避難者１人当たりの占有面積を3.3平米として、居住可能面積から算

出をいたしました。この基準でいきますと、兼山地区における３カ所の避難所の収容人数は

358人というふうになりました。 

 このような方法で全県の避難受け入れ先の収容人数を算出した結果が19万3,034人という

ふうになりました。約20万人ということです。想定される10万人の受け入れを、各市町村に

おける収容人数を勘案して、可児市の旧兼山町でのエリアにつきましては200人が受け入れ

可能ですよという結果になったもので、これが新聞報道に載った数字ということでございま

す。 

 先ほど言いましたように、この旧市町村単位での事例というのはほかの市でも見受けられ

ます。例えば多治見市ですと、旧笠原町が避難先になっております。それから郡上市は、旧

白鳥町と旧高鷲村のエリアが避難者の受け入れのエリアという事例もございます。 

 県のほうからは、原子力災害の場合における避難先における市町村や避難所において、特

別な取り組みを行う必要は今のところありませんよという連絡を受けているところでござい

ますが、今後、県が策定する原子力災害に係る、いわゆる県の広域避難計画であるとか、原

子力災害に伴う初動期の避難者受け入れ業務マニュアルのようなものが策定されてまいると

思いますので、そのマニュアル等ができた段階で何か対応することがあれば対応するという

ことになると考えております。以上でございます。 

○委員長（山田喜弘君） 他に発言、今の説明でお聞きしたいことがあれば。 

○委員（伊藤健二君） 書いてある質問はこのとおりですが、これにかかわって。 

 線量に対する県の想定は、特定の時期の特定の風向きの特定の風量の事実に基づいて置き

かえシミュレーションした結果の想定結果ですよね。これが2012年の９月の二十何日かのデ

ータとして発表されたわけです。ですから、風向きが変われば内容が変わるということでい

けば、一つの県の検討の結果はこういうことだけども、風向きいかんによって、これはさら

に今後変わるというような見込みはあるんでしょうか。 

○防災安全課長（細野雅央君） その点も、実は受け入れ先の各市町村の担当課長会議の中で、

今伊藤委員がおっしゃったようなことも、ほかにもいろいろ質問が出てまいりました。 

 たまたまシミュレーションでは、平成22年のときの１年365日の１日24時間、いわゆる年

間で8,760時間ありますので、8,760通りの風向きとか、雨とか、その風向というので１年間、

コンピューターを回してやったのが県のシミュレーションですので、平成22年のが標準的な
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のかどうかというのは、ちょっと断言はできないんですが、県の説明によると、比較的平成

22年度というのは年間を通して標準的な天候の傾向が出たということで、その部分について

これ以上は線量が多分上がらないだろうと、ここの部分についてはその可能性があるという

ことでその数値が出ているわけです。 

 実際にもし、本当に原子力発電所事故が起きれば、当然モニタリング等によって今後の線

量というのも測定しながら対応することになりますし、これは、たまたま100ミリシーベル

ト以上の可能性があるところだけの避難計画のためのデータですけれども、じゃあ、100ミ

リシーベルト以上は超えないけれども、80ミリシーベルトとか90ミリシーベルトという場合

ですと、これは計画的な避難区域になりますから、その部分はまだ、県としては、今回は

100ミリシーベルト以上の部分で限定してやっていますので、それ以下、あるいは可児市は

20ミリシーベルト以上が可能性としてあるわけですので、そうすると今度は県外への避難計

画を立てるのか立てないのか、ちょっとそこまでまだ国もそういう指針を示しておりません

のでわかりませんけれども、当然その100ミリシーベルトにはならないけれども、それに近

いような線量が示された地域についても、今後何らかの避難計画的なものは当然策定をして

いかなければならないのではないかというふうに考えられます。 

○委員長（山田喜弘君） ほかに発言はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 発言もないようですので、次の議題に移ります。 

 報告事項１．可児市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正につ

いてを議題とします。 

 それでは、執行部の説明を求めます。 

○総務部次長（吉田隆司君） それでは選挙関係でございますけれども、６月議会とここに書

いてあります可児市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正を提案

させていただきたいと思っておりますので、事前の説明ということで、簡単に説明をさせて

いただきます。 

 委員会資料２になりますけれども、公職選挙法の改正がございました。これは平成25年５

月でございまして、成年被後見人の選挙権の回復等のための公職選挙法等の一部を改正する

法律ということでございまして、これにつきましては、成年被後見人の選挙権の回復ととも

に、選挙の公正な実施確保のための改正ということで、２点大きな改正が行われておりまし

て、その中の１つにつきまして、指定病院等の不在者投票における外部立会人について対応

しなさいよという、これが努力義務化ということで、法律の改正がされました。 

 法律の施行は平成25年６月30日でございまして、一番上のところに不在者投票施設、病院

等、可児市でいくと11カ所あるわけですけれども、こちらの管理者は、市選挙管理委員会が

選定した者、いわゆる外部立会人といいますけれども、外部立会人を投票に立ち会わせるこ

とで不在者投票の公正な実施の確保に努めなければならないと、これは努力義務でございま

す。 
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 具体的には、四角の中に囲ってあります中段から下のところに、現在この条例の記載の中

で投票立会人につきましては、投票所の投票立会人が日額１万4,800円というのと、２つ目

が期日前投票所の投票立会人が日額１万2,700円と、この２つの規定がございまして、今回、

さらにもう１点つけ加えまして、不在者投票に係る外部立会人の報酬を１項目加えさせてい

ただきたいということでございます。 

 金額でございますけれども、国の示した上限の金額と、それから現在可児市で、今申し上

げた２通りの投票立会人の項目があるわけですけれども、可児市の場合でいきますと、ここ

の枠の中に書いてありますように、投票所の投票立会人は時間給で1,060円、それから２つ

目のほうも時間給で1,060円と、こういう単価を持っております。国においては、その上に

書いてありますけれども、1,258円という上限の単価ですけれども、可児市は1,060円という

単価を持っておりますので、この単価に基づいて新たな外部立会人の単価を設定したいと。 

 この設定の仕方ですけれども、現在、上の２つは日額規定されていまして、この日額でい

くと9,000円ということになるわけですけれども、この辺については、実際外部立会人の立

ち会う時間がどれぐらいになるかという想定のことも考えまして、標記の仕方については、

ちょっとまた検討させていただきますが、考え方としては1,060円という形で表記の仕方を

考えて上程させていただきたいということでございます。 

 以上でございます。 

○委員長（山田喜弘君） これより質疑を行います。 

 ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

 質疑もないようですので、次の議題に移ります。 

 報告事項２．可児市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部改正につ

いてを議題とします。 

 それでは、執行部の説明を求めます。 

○防災安全課長（細野雅央君） それでは、説明をさせていただきます。 

 今般、消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律が施行されまして、その中

で団員に対する処遇改善に関する事項が規定をされたところでございます。それに伴いまし

て、国の施策として消防団員に対する退職報償金の引き上げが行われます。消防団員に対す

る退職報償金の額につきましては、国が基準を定めておりまして、今般、一律に５万円を引

き上げて、最低でも20万円が支給されるように制度改正が行われるというところでございま

す。これに伴って、可児市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例を改正する

ものでございます。 

 ただし、この国によるところの退職報償金の額が規定をされております消防団員等公務災

害補償等責任共済等に関する法律施行令の改正につきましては、今議会が始まります平成26

年２月21日時点では、平成26年３月上旬をめどに公布し、平成26年４月１日に施行をすると

いう通知を受けておりましたので、可児市におきましては、この政令の公布施行以後に条例
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を改正することとし、次回の６月定例会において条例改正案を上程する予定でございます。 

 なお、この政令の改正につきましては、先週３月７日に公布がされました。また、政令の

施行日は平成26年４月１日でございますので、平成26年４月１日以後に退団する消防団員か

ら適用されます。したがいまして、可児市の消防団員で平成26年４月１日以降に退団をして

条例の規定が適用される場合が考えられますので、附則で改正条例案の適用を４月１日から

とする遡及条項を置く予定でございます。 

 参考資料として、委員会資料の３－１、３－２、３－３をお配りしておりますので、ちょ

っとそちらのほうをごらんください。 

 委員会資料の３－１は国の準則でありまして、上が改正案、下が現行ということで、ちょ

っと見にくいと思われましたので、委員会資料３－２、それぞれ団長、副団長というふうに

階級ごとの勤続年数ごとの新旧対照表を用意しました。内容は同じです。 

 これを見ていただきますと、この新旧の差額が一律５万円アップというふうになっており

ますけれども、ただし、団員の５年以上10年未満の場合につきまして、14万4,000円に５万

円を上乗せしても20万円になりませんので、先ほど言いましたように、最低でも20万円にす

るために、ここの部分だけは５万以上のアップで20万円というふうになっております。 

 続きまして、３－３のほうをごらんください。 

 各階級ございますが、可児市の団員の場合の退職報償金の比較表でございます。 

 これを見ていただきますと、国の準則というのは、勤続５年以上を対象としておりまして、

しかもまた５年ごとに額が上がるというふうになっております。しかしながら、可児市にお

きましては、勤続年数が短いという傾向もございますので、勤続２年目から支給ができるよ

うになって、しかも１年刻みでアップするという内容にして、消防団員の労苦に報いるよう

な支給額となっております。これは、各団長からこの団員ごとまで新しい国の準則に従って

数字を当てはめていって、この改正案をベースとして可児市の金額を定めていき、６月議会

に上程をする予定でございます。以上です。 

○委員長（山田喜弘君） これより質疑を行います。 

○副委員長（板津博之君） 確認ですが、あくまでも、まだ国の改正案になると決まったわけ

ではない、可児市としてはですかね。 

○防災安全課長（細野雅央君） 国は、いわゆる５年目から５年刻みです。それは、今までで

もそういうふうです。今回こうなったんじゃなくて、もともと委員会資料３－２、国の準則

が、今までずうっとこういう数字でしたので、今回１年刻みになるとか５年刻みになるわけ

ではありません。可児市においては、たまたま２年勤続以降の１年刻みになっていますので、

国の準則に準じて可児市独自の数字を決めていきたいというふうに考えております。 

○委員長（山田喜弘君） ほかに発言は。 

○委員（小川富貴君） これで市内は全体的にどの程度、幾らが幾らぐらいになって、そのう

ち特定財源で補填されるものってどのくらいあるんですか。 

○防災安全課長（細野雅央君） 実は、この国の５年刻みの部分は、消防団員等公務災害補償
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等責任共済等掛金というのがありまして、毎年１万9,200円に消防団の定数を乗じた金額を

国のほうに供出します。これは全国的に基金としてそこに蓄えがありますので、今度、国の

ほうからは、この５年目以降の５年刻みに該当する部分の分だけまた来るというふうですの

で、可児市が持ち出しをしなければならないのは、この３－３にあります２年目以降の２年、

３年、４年の分、これが全て可児市単独の費用です。それから、現行でいくならば、６年目

の場合ですと15万8,000円と14万4,000円の差が可児市の持ち出しというふうになりますので、

退職する団員の数によってその分が持ち出しとなるというふうになりますので、ちょっと幾

らかということは、その団員の数によってまた異なってきますけれども、お金の出し入れと

いうか、特定財源、市単独の分は、そういうふうで今やっております。 

○委員長（山田喜弘君） ほかに発言はありませんか。 

○委員（伊藤健二君） ちょっと理解が十分できなかったので、もっと確認ですけど、委員会

資料３－１は国が示した条例の例案で大変読みづらい、数字じゃない漢数字の表だね。２枚

目、委員会資料３－２が、これから６月議会で市が提起しようと考えている案なんじゃない

ですか、これは何でしょうかというのと、これと３枚目にある国準則の現行と国準則の改正

案、これは準則の改正案、もう改正された、その辺の関係ちょっとよく、何がどれだか、も

う一遍混乱したんで済みません。 

○防災安全課長（細野雅央君） 委員会資料３－１は、まさに国からの通知文書の写しです。

非常にこれわかりにくいということで、もう少しわかりやすくするために委員会資料３－２

を御用意させていただいたということですので、内容は見やすさという観点だけのことでこ

れを用意させていただきました。 

 それから、委員会資料３－３の国準則の改正案というのは、いわゆる委員会資料３－１、

委員会資料３－２にあります、今回、国が５年目から５年刻みで改正後の数字です。国の現

行と国の改正案を示しましたけれども、まだ今回条例案として正式にお出しするものではご

ざいませんので、可児市の現行と国の現行の比較と、いわゆる２年目以降の５年刻みという

ふうになっておりますので、可児市と国の支給の仕方が違うよということをお示ししたいと

いうことで、国の準則案はもう既に示されておりますので、一応参考に国準則改正案という

のを隣につけさせていただいたということでございます。 

○委員長（山田喜弘君） ほかに発言はありませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 発言もないようですので、次の議題に移ります。 

 報告事項３．駅前公共用地の機能配置等の方針について及び報告事項４．子育て政策の立

案についてを議題といたします。 

 それでは、執行部の説明を求めます。 

○企画経済部長（加納正佳君） どちらも同じ連携した政策の立案と発表ということになりま

すので、どちらかといいますと子育て政策の立案のほうを先に説明をさせていただくという

流れでお願いをしたいと思っております。 
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 御承知のように、平成25年度に子育て政策室というものをつくりました。そのときの予算

説明の内容からいきますと、何をやるのかというような御指摘をいただいたわけでございま

すが、可児市の一貫した子育て政策はどういうものなのか、わかりにくい、そして足らない

ところはあるのか、そういったものをまとめて、一貫した子育て政策で力を入れていきたい

と、わかりやすくしていきたいという発想のもとに子育て政策室をつくってまいりました。 

 以後、子育てにかかわる課題の整理、そして必要な取り組みを考えていくということで進

めてまいりまして、庁内の担当部署や関係団体への、こういった子育てに関するヒアリング

を重ねてまいりました。 

 それと、もう１つ並行いたしまして、庁内の部課長で組織いたします子育て部会というも

のをつくりました。これは７部22課が必要なことをお互いに協議するということで、いろい

ろ検討を重ねてまいりました。 

 そうしたことの結果と外へ向けたヒアリング等、いろいろ可児市の子育てに必要なことを

立案させていただくということで、要するに、後から説明いたしますけれども、10の提案と

プラス１ということで、プラス１の付加をつけまして、そのプラス１は、昨年９月以降、拠

点施設用地の活用に反映をさせていただいたものでございますが、そうした背景がございま

して、約束もございましたので、まだ途中ではございますが、大体の案ということでつくら

せていただきましたので、これから政策の立案、そして、それに関係するプラス１のところ

の駅前公共用地の機能配置等の方針は委員会でお約束しておりましたので、年度内というこ

とで、きょう報告をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

○子育て政策室長（高井美樹君） それでは、ちょっと資料番号が前後いたしますが、まず最

初に委員会資料番号５、こちらのＡ３のカラー用紙のほうで、まず御説明をさせていただき

ます。 

 私ども子育て政策室としましては、今部長が申し上げましたとおり、市が掲げております

政策目標、若い世代が住みたいと感じる魅力あるまちの創造に向けて、それを支える重点方

針の一つ、子育て世代の安心づくりに向けて、本市の子育てに関する政策の方向性を検討し

てまいりました。それについて、今部長が申し上げましたとおり、おおむね10の重点課題と

１つの方向性というものを内部的にまとめ上げまして、それを少しわかりやすくまとめたも

のということで御報告をさせていただきます。 

 昨年12月末から１月、２月、新聞の地方版に掲載されています各市町村の来年度予算の重

点的なところを見ますと、やはり子育てに関する事業というのが全面的に予算化されまして、

どこも子育てをしやすいまちというのをまちづくりとして標榜をしておられます。 

 振り返って、可児市がじゃあ子育てはどうだというところをずうっと整理をしていきます

と、本市では146の事業、７部の部と22の課が子ども・子育てに関する事業に携わって、ほ

かの事業ではない幅広な事業であるというところでございます。その中で、市民の方からも

可児市の子育てはどうですかと聞かれると、いろいろやっていますけどということで、じゃ

あこれはというものがなかなかお答えするような状況がなかったというようなところから、
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私どもとしましては、子ども・子育てに関する事業を整理して体系化をして、子育ての政策

の方向性をどうするかと。そして、行政として近々、もしくは今後取り組むべき課題はどん

なもんかというのをまとめ上げたところ、先ほど申し上げました、内部的に10個の重点課題

と、それからプラス１ということで駅前の公共用地にどのような機能をつけるかというとこ

ろを整理してきたというところでございます。 

 では、Ａ３の用紙のほうをごらんいただきまして、子育て支援の必要性というところにつ

いては、文章の２行のところに書いてあるとおり、少子化、核家族化、地域のつながりの希

薄化などの影響により、子育て家庭が孤立をし、子育てに悩む・疲れる親がふえているとい

うことが全国的な問題となっており、地域・社会のみんなで子育て家庭を応援し、支えてい

くことが求められていると。このような観点から、全国的にどこの市町村も子育て支援とい

うところに力を入れてきているというようなところでございます。 

 そこで、可児市として、子育てをどんなふうに持っていこうかということで、ここで４つ

のキーワードを提案しております。上に書いてありますが、マイナス10カ月から「つなぐ」

「まなぶ」「かかわる」という４つのキーワードを書いてございますが、まずこのマイナス

10カ月というところにつきましては、文章中、少し書いてございますけれども、本市では、

子育ては子供が生まれてから始まるのではなく、おなかの中に宿ったとき、マイナス10カ月

から既に始まっていることを重点に置き、そのときから子供と子育て家庭が地域社会とつな

がり、子育ての大切さを学び、みんなで子育てにかかわっていく取り組みを推進していこう

というようなことからマイナス10カ月というものを１つ掲げております。 

 続いて、「つなぐ」というところです。 

 これは、下の段の丸いところに、「つなぐ」「まなぶ」「かかわる」と、上・中・下と表

現してありますが、この「つなぐ」という部分につきましては、まずは子育て家庭が孤立を

しない、子育て家庭と子育ての支援サービスをつなぐというもの。それから、子供の育ちに

あわせて、その「まなび」という流れをしっかりと結んでつないでいくというところでござ

います。 

 「まなぶ」につきましては、親の子育て力アップを目指して、子育ての大切さやノウハウ

を学ぶ。 

 そして、「かかわる」は、地域全体で子供と子育てにかかわるというように表現をしてお

ります。 

 この取り組みを誰がどういう主体でやるのかというところについては、ここに書いてあり

ますとおり、「つなぐ」という部分については公助、「まなぶ」という部分は当然行政が行

っているものに参加するとか、公助の部分もありますが、自助、みずからが学ぶ、親が子育

てに対して学ぶ姿勢を持つ、それを自助、それから「かかわる」、これは地域による共助と

いうふうで、３つに位置づけております。 

 このキーワードを寄せまして、可児市が重点的に取り組もうとしている子育てを表現いた

しますと、上段に書いてありますとおり、マイナス10カ月から「つなぐ」「まなぶ」「かか
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わる」子育てというようなものになるのかなというところです。これによって、今まで可児

市の子育てはどうですかと言われたときには、可児市はこういう考え方でやっていますよと

いうところを皆さんにお伝えできるんじゃないかなというふうに思っております。 

 少し、内容を細かく御説明します。 

 右の表で、マイナス10カ月から就学前、ゼロ歳から５歳、それから就学後、これは６歳か

ら中学卒業ぐらいまでというところで、ライフステージが右手に流れております。縦系列は、

今申し上げた「つなぐ（公助）」、「まなぶ（自助）」、「かかわる（共助）」という順に

並びをしておりまして、ここの中に入っているピンクの中とか、黄色の中とか、枠の中に入

っている一つ一つの星印になっているものが重点課題のくくりの中にあり、平成26年度以降

の予算事業として入ってきているものというふうになっております。 

 では、まず一番上の「つなぐ」のところですね。 

 まずは、マイナス10カ月、これは母子手帳の交付が始まるときから子育てを支援していく

よと。ここでしっかり行政と子育ての保護者、いわゆる胎児と妊婦がつながるというところ

です。これは、フィンランドのネルボラという、国も今、非常にそういったものを参考に執

行していこうところですけど、こういった部分を保健衛生部分でしっかりまずつながってい

こうというところを意識しております。ここでは、母子手帳交付時に、そういった啓発のパ

ンフレットを配付する。いかにおなかの中にいるときから子育てが始まっていて、これは胎

児もよく一般的に言われている、胎内で子供が外のことを感じているというところも含めて

意識しながらやっていきましょうよとか、そういったところから始まっているよというとこ

ろです。 

 右に、順次、やはり最近のスマートフォン、そういったものをいかにうまく使って、そう

いう子育て世代の方に伝えていくか。それから、しっかり行政とつながることによって、問

題の早期発見、早期発見したら、それを切れ目ない支援につなげていくというもの。そして、

身近な相談の場をしっかりつくっていくというところでございます。これを切れ目ない支援

としてずうっとやっていきましょう。 

 そして１段、少し丸のところが変わりまして、小１プロブレムへの対応。これは、保育園

児から小学校へ上がって、朝の８時半から夕方の２時ぐらいまで、大体45分間の授業になか

なか座っていられない小学校１年生の子たちが多いと、そんなようなことから、保育園のと

きからどうしたら小学校へ来たときに落ちついて小学校生活にスムーズに入っていけるかと、

そういったものが、今全国的な問題となっておりますが、こういった部分を保育園と小学校

との連携、意見交換等によって対応していこう。それから、可児市は特に外国人の方の児童

が非常に多い、そんなところで、そういったところの就園、就学支援というのをしっかり押

さえていこうというところです。 

 あとは教育分野に入りまして、いじめの防止、それからＳＳＷ（スクールソーシャルワー

カー）、いろいろな学校で起きる問題を学校だけじゃなくて、学校、地域、保護者、先生と、

そういったものをつなぎながら問題の解決に取りかかっていくという専門的な人材の登用、
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それからコミュニケーション力の向上とか、可児の誇りづくりというようなものを取り組ん

でいきましょうというところでございます。 

 続きまして、黄色の「まなぶ」の部分ですね。 

 こちらは、まずは子育てを学ぶ機会の提供というところで、公助という部分もありますが、

そういった機会を親みずからが積極的に役立ててほしい、そういったことで自助という形で

位置づけております。当然、なかなか参加されない方を参加しやすいようにするとか、いろ

いろな努力はしてまいりますが、それを主にどうやってやるかというのがここの星印である

子育て講座の開催とか、本の読み聞かせの充実、乳幼児学級・家庭教育学級の拡充等を進め

ていくということ。そして、小学校・中学時代では未来の親づくりというところで、学校に

おいて親になることを意識した授業とか、そういったものを取り入れるというようなことを

検討事項として上げております。 

 ３つ目、緑色の部分、こちらは「かかわる」というところです。 

 こちらは、地域の子ども・子育て応援運動の推進というふうに書いておりますが、地域で

子供と子育て家庭にかかわっていく機運を高めていく取り組みがこれから市として大いに必

要なんではないかというところ。それから、ＮＰＯ、ボランティア活動、いろいろな子育て

のボランティアがございますので、こういった人たちと我々行政との連携強化によって、よ

りそれを進めていきたい。それから、いじめ防止協力事業所の認定など、地域ぐるみでいじ

めを防止する取り組み。そして、子ども会。最近は、なかなか子ども会というのが難しいと

いう状況が、運営が難しいという状況に来ていますが、改めてもう一度、その子ども会の果

たすべき役割、そういったものを論じながら、もう一回充実していこう。それから、子供の

居場所づくりという意味では、ＵＮＩＣとか公民館講座、こういったものを地域の人とのつ

ながりの中でつくっていくというふうに考えております。 

 ここの今申し上げたものを大きく整理したのが、内部的には10の重点課題というふうに取

り上げまして、それをそれぞれの平成26年度、もしくはそれ以降の予算に少しでも行くよう

にここに表現をしてございます。 

 全体、これらを支える土台といたしまして、一番下のところに子育て支援を総合的にサポ

ートする拠点づくりというところで、これが駅前の公共用地に、今まで子育て、健康、にぎ

わいの空間創出事業ということで掲げておりますが、今申し上げたもの全てというわけでは

ございませんけど、ここの中の多くを総合的に推進していく施設というような位置づけが必

要だろうということで掲げてございます。 

 今回、案ということで出させていただいておりますが、実はこども課のほうで、子ども・

子育て支援事業計画というものを現在策定しております。ここの部分について、さらにいろ

いろな団体の方とか、専門家の方が入って議論を進めておられます。その会議の場に、この

資料を提出いたしまして、さらに進めていくというふうに考えております。市民への皆さん

へのお知らせについては、そこの議論を通じながら、またお知らせを何らかの機会でしてい

くという予定にしております。 
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 今、説明しました細かなものついては、裏のほうに表示がしてございます。お時間のある

ときにまた御一読いただきたいというふうに思います。 

 続いて、もう１冊、報告事項３の委員会資料４のほうですね。少し分厚いものになってお

りますが、こちらのほうで少し時間を頂戴して、説明してまいりたいと思います。 

 今回、可児駅前公共用地利活用に係る機能配置方針（案）ということで御報告をするわけ

ですが、こちらの中では、可児駅前の公共用地が果たす役割、そこに必要な機能、施設の概

要をまとめるということで、コンサルタントと一緒になって今回取りまとめたものでござい

ます。それから、これをどういうふうに使っていくかということは、これから議会を初め市

民の皆さんと意見を交換していくと、そんな中で一つのたたき台、次のステップにいくため

の土台・基礎となる資料となるようにしたいという観点でつくってまいりました。 

 中は、前回の委員会でも少しさわりの部分を御説明させていただきましたけど、過去の整

理、過去のいろいろな検討資料、それから他の先進事例等を入れ込んでございまして、少し

分厚い、量がかさばるものになっていますが、まずは目次ですね。少し開いていただきまし

て、見開き目次をごらんいただきますと、全体を４章で整理をしております。最終的には、

施設全体をどのような空間にするのか、そしてどのような機能が必要で、配置をこんなふう

にしたらいいのではないかという方針を結論として示しております。 

 既に一読いただいているかと思いますので、以降、ページは少し飛んでいきますけど、ポ

イントを絞って御説明いたします。 

 それでは、３ページをお開きください。 

 こちらは、可児駅東土地区画整理事業の概要というふうになっていますが、平成11年度か

ら平成26年度、事業期間が書いてございますけど、ここをつくっていくに当たって、地域の

皆さんの協力なくしてこの区画整理事業というのは成り立っていかない。そういう中で、ど

んなようなまちにしたいのかということが３枚のイラスト、少しちょっと白黒なんで見にく

いですけど、ごらんいただくと、非常に駅前商業地から住宅地の中低層、住宅地の低層とい

うように、駅前にどんと何十階建てのビルを建てて再開発をするとか、そういうものよりは、

低層戸建て住宅を中心とした住み心地のいい空間を多くの皆さんは望んで、こういった地区

計画とか、そういったものに反映されてきたかなというふうに考えます。 

 では次、10ページ、お願いいたします。 

 これは、都市計画上、ここの可児駅、もしくはその周辺をどのように位置づけているかと

いうところが、上段の右のボックスで将来の都市構造上の位置づけと書いてありますが、そ

の下のボックスで可児市の「顔」となる「市民の杜」、本市の「顔」となる都市拠点、公共

交通の結節点である、水と緑の環境軸、これは可児川をいかに活用していくかと、そのよう

なことを都市計画上のマスタープラン等に上げてあって、まちはこういう構造を将来的に目

指すんだというところが掲げられているということを整理しております。 

 では11ページ、これは、過去の検討経過ということで、先般の委員会等で、議会全員協議

会でも少し資料をお出ししましたが、大きく３つの計画書が策定されております。平成11年
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12月、可児市中心市街地活性化基本計画、それから平成13年３月、可児駅まちづくり計画、

そして平成21年３月、都市拠点基本計画ということです。この間には、街路樹をどうするん

だとか、カラータイルをどうするとか、道路の幅をどうするとか、そういった部分も平成13

年から平成21年、いろいろまちづくりの中でやっておられますけど、特に駅前の公共用地、

拠点施設部分にかかわるところを表示してある部分は、大きくこの３つで掲げられてきまし

たというところです。 

 15ページをお願いいたします。 

 15ページは、先般の委員会でもお示ししましたとおり、平成21年３月の最終的な計画案の

中には、想定される導入機能ということで、３つの表で、一番上が公共、それから公共と民

間と半分ずつで済みません、ちょっと抜けていました。それから、一番下に民間施設という

ことで、幾つかの導入される機能というのを例示的に掲げてあります。これは、ある意味で

は、こういったメニューの中からどういったものが実現可能なのかというところを提示する

前段のものだったということから、私どもとしては、この中で何が実現の可能性があるかと

いうところ、それから政策的な方向性、いろいろな観点から検討をしてきたものというとこ

ろでございます。 

 続きまして16ページ、ここからは、では、ここの公共用地にどういったものが行政として

必要なんだというところを少し探ったものです。ここの第２章では、公共サービスの機能と、

それから民間サービスの機能という２つの視点から整理をしております。 

 まず公共サービスにつきましては、裏の16ページと17ページをちょっと見比べながら御説

明しますが、まず17ページのほうをごらんいただきますと、一番上に平成15年、平成18年、

平成20年、平成22年と、これは市民意識調査で、それぞれ市民の皆さんがどういうふうに可

児市の施策について思っているかというところを満足度と重要度というところで振り分けた

ものです。Ａゾーンというのは、非常に事業としては重要だと捉えているんだけど、満足度

が残念ながら低いという結果が出てしまったものです。これを赤色、緑色、水色、黄色、そ

れから少しグレーで色を塗ってありますが、これは残念ながら平成15年も平成18年も平成20

年も平成22年も、そういった市民意識調査的に結果が出てしまったものです。これを16ペー

ジの下の表にまとめますと、要するにＡゾーンというのは、重要度は高いけど満足度が残念

ながら低いよというものがこうやって出てきてしまうというところで、市民ニーズとしては、

こういった出方をしていると。このＡゾーンに出ている部分というのは、やはり行政として

そこを政策課題として捉えざるを得ないというふうに捉えるところでございます。 

 あと、中心市街地については、Ｃゾーンの重要度はそれほど高くないんだけど、満足度は

低いよというところで紫色を表示してございます。ただ、これは調査年度が平成15年、平成

18年、平成20年、平成22年ということで、やはりまだあそこの工事進捗がなかなかしていな

くて、まだ公共用地部分については土のうがどっと乗っているような状態の中で、なかなか

重要度というのは上がってこなかったんですけど、近年、やはり市長が……。 

○委員長（山田喜弘君） 説明の途中で申しわけないですけれども、暫時休憩します。 
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 では、黙祷します。 

休憩 午後２時45分  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午前２時46分  

○委員長（山田喜弘君） 会議を再開します。 

 説明を続けてください。 

○子育て政策室長（高井美樹君） それでは、続けさせていただきます。 

 ということで、このＡゾーンとか中心市街地については、やはり政策課題的に取り組まな

きゃいけない事項であるというところを導き出しております。 

 27ページに移ります。 

 こちらは、公共サービスとして導入すべき機能はどんなものかというところを最終的にま

とめたところでございます。今申し上げました市民意識調査等から市民のニーズはこうある、

中心市街地における公共サービス施設の現況ということで、皆さん頭の中で御想像していた

だければ結構ですけど、駅を中心に、駅西には可児市多文化共生センターフレビアから総合

会館分室、駅の東の方には、図書館本館、繭検定所跡地、広見児童センター、それから市役

所、保健センターというようなものが分散してあると。こういったものを集積することによ

って使い勝手の向上ができるんじゃないかとか、将来人口から見た公共サービスの需要の変

化というものについてもどうするかという、大きくその３つの点から４つにポイントとして

絞り上げました。 

 ポイント１．高齢者の生きがいと健康づくりの課題に対して取り組むというところです。

これにつきましては、在宅介護・医療体制の充実を進めるということは当然でありますけど、

これからの高齢化の中で、量的な拡大には全てにおいて対応ができるかどうかという部分が

非常に不確定であります。そういった部分から、やはり公助に入る前の生きがいづくり・健

康づくりというところで公共サービスは必要だろうというところです。 

 ポイント２．これは障がい者福祉の担い手というところで、先ほどＡゾーンの中で障がい

者福祉というところが掲げられておりました。ここの部分については、ニーズを探っていき

ますと、主に一番出ているのは経済的な支援、それから雇用への問題、そういったものを中

心的にニーズが高いと思われますが、そういった部分で、やはり相談するところが欲しい、

切れ目ない支援が欲しいと。そういった部分をどうやってやっていくかというのとあわせて、

そういう障がい者の福祉に対して担い手になるような次世代の人たちを育て上げるんだとい

うものがポイントの２。 

 ポイント３は、子育て世代にとって暮らしやすい環境づくりというところです。これは、

まさに若い世代の流入促進が、先ほど申し上げました各市町村の予算事業が、やはり子育て

支援に大きく軸足を移してきているという意味では、ある意味では市町村間競争が始まって

いると。こんな中で、やはり子育て世代の安心づくりとして、子育て世代にとって暮らしや

すい環境づくりをつくるというのは重要な都市戦略の一つになってきていると。 
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 それからポイント４としましては、公共サービス機能によるまちのにぎわいをつくってい

こうというものでございます。中心市街地ににぎわいづくりとして公共施設を配置すること

によって多様な世代が集まり、多世代交流によってコミュニティーのきずなを生むと、そう

いった機能がこれから公共的には必要じゃないかという、この大きな４つのポイントにまと

めております。 

 続きまして、29ページをごらんください。 

 28ページ以降は、今度は駅前、にぎわい、商業はどうだというところを少しいろいろな視

点からまとめております。 

 まずは、これは言うまでもございませんが、中ほど四角のところに、商業の難しさという

のが全国的に見て競争の激化、ネットの主流化等によって町なかの小売商業を取り巻く環境

は厳しいというのは言うまでもございません。下の方には、そういった表がまとめてありま

す。 

 では、可児市になるとどうなるか、31ページをお願いします。 

 こちらは、可児市の小売業の状況がどういうふうであるかというところを調査したもので

ございます。下段の四角の上の段に夜間人口、昼間人口、商業人口というのがございます。

通常、昼間人口が夜間人口を上回っている町というのは、ある程度商業が立地しやすい町だ

というのが一般的な考え方です。そこへもってきて、商業人口がどれぐらいあるかというの

は、その周りの郡部からどれぐらいのお客さんが買いに来るのかというのを試算したものが

９万5,944人、商業人口というふうにあらわされております。 

 こうやってみると、非常に多くの郡部も含めて商圏の中にたくさんの人がいるねというふ

うに思われますが、これを少し、上の表がありまして、大型店出店の目安というところがあ

って、星印が打ってある、これが可児市の置かれている状況です。ここを御説明いたします

と、要するに商圏規模に対して小売業の売り場面積が多過ぎると、要するにお店が多くて過

密状態に陥っているということです。円の中に大型店過密と書いてありますが、要するに指

標が、計算をしていきますと、横軸1.2とありますが、これは要するに商売としては苦しい

状況のもの。そして、その上段0.68という数字がありますが、これは小売りとしては非常に

過密であるよというのを表現しているものでございます。要するに可児市は、御存じのとお

り、幹線、沿道沿いも含めて小売業の売り場面積が多いということで、なかなか商業環境を

発展するというのは非常に厳しい地域になってきてしまっているというところが、分析の結

果、導き出されたというところです。 

 次に33ページ、そんなような中で、地方都市、可児市と同じような状況のところはどうい

う状況にあるかとか、そういったものをいろいろ調べましたが、やはりその中で一番の事例

が33ページ、高浜のいきいき広場というところで、三河高浜駅のところを写真で事例で挙げ

てあります。33ページです。こちらの乗降客数が3,300人ということで、11年ほど前に市街

地開発整備を行って、ここの写真にあるような３つの大きなビルを民間が、マンションを含

めたビルをつくっております。その１階部分に商業店舗を入れるという作業をやってこられ
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たわけです。 

 それで、まず一番上の写真の箱のところは、１階部分というのは、当初コンビニ、居酒屋、

菓子店といろいろ入っていましたが、コンビニについては、残念ながら開店して１年で撤退

をされております。その後、順番抜けて、現在は喫茶店と週に２日ほどやっているゴルフ店

というのが少しやっている程度になってしまった。２階、３階につきましては、日本福祉大

学の専門学校が入居しておりましたが、その撤退に伴って、こちらには子育ての支援センタ

ーとか、健康スタジオだとか、それから包括支援センター、高齢者関係の機能をこちらに入

居させております。４階から13階は住宅供給公社の賃貸マンションということです。 

 次に、真ん中ほどの写真です。これも民間の不動産業者がつくったビルですけど、１階に

６店舗が入れるように用意をしましたが、完成以降、残念ながら全く店舗が入らないと。仕

方なく自社の不動産会社の事務所と御自分の身内の美容院が入居しているというような状況。 

 そして、もう１個は、駅東にあるビル。１階、２階を商業店舗としておりますが、こちら

も14店舗当初あって、飲食中心に入っていましたが、７年、８年たち、現在は８店舗しか埋

まっていないというような状況です。 

 ということで、非常に地方都市における、駅前とはいえど、なかなか民間商業でやってい

くというのは厳しいというのが、こちらの事例を見てとって、つくづく私も見に行ってまい

りましたけど、感じました。 

 では34ページ、こちらで、じゃあそういったことを受けて、民間サービスの施設、地方都

市の駅前のあり方はどうだろうかというところをイメージいたしますと、やはり可児市の状

況から見て、次の一番下の施設のイメージと書いてありますが、例えば産地直売の農産物等

の地場産物産の販売とか、テーマ性、ターゲットを絞った飲食、それからフィットネスジム、

これは小規模のものとか、それからテーマ性を絞った物販とか、あとは教育ですね。駅前留

学とかという英語の塾とかありますけど、そういった学習塾とか、福祉関係のデイサービス

だとか、医療専門クリニック、健康増進センター、こういったようなものが、やはり集客的

にも民間サービスの機能としても、何とか地方都市の駅でやっていける施設じゃないかとい

うところをここで整理しております。 

 それで、35ページです。こういった考え方の中で、じゃあ官民の連携、民間活力を導入で

きないだろうかというところを整理しております。図表２－10、少し細かくて申しわけござ

いませんが、可児駅にとっての理想としましてというところで、初期の事業費負担を抑えつ

つ、拠点施設を整備すると。当然、市の持ち出しを少しでも少なくしようと、それを取り入

れるのが官民連携（ＰＰＰ）という整備手法なのかなあというところです。それが、中ほど

の１、２、３の定期借地だとか、ＰＦＩだとか、等価交換というところを検討し、立地可能

な民間施設というのを検討してきました。それを表現していますのが、上の住居から飲食と

か教育とか○がありますが、先ほど申しましたテーマ性を絞ったものとか、そういったもの

は何とかいけるんじゃないかというところをここの中で導き出しました。 

 では、全体の民間で大きな民間投資をいただいて、全体をＰＦＩでやれないかというとこ
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ろをいろいろとアドバイス、民間のコンサルタントとか、デベロッパーとか、いろんなとこ

ろで聞いてまいりました。ただ、やはり最終的には、36ページに図表２－11、本市における

官民連携の収益試算結果というもので、エクセルの表で見にくいですけど、ここで申し上げ

ているのは、正直言って、大きな民間投資を入れても回収ができないので、民間の立場から

いけば、とてもＰＦＩ等ではやれないですねというのがここでまとめ上げられています。そ

の資産状況というのはずらっとありますけど、最終的にこの表の36ページの上からずうっと

来て、建築コストというのが少し箱があります。例えば５億円で建物を建築しましたと。そ

こにどれだけの収入が入ってくるかというのが、その下の事業収益、それからテナント収益、

１階、２階、３階とあります。これが坪単価ですね。横側、１階は１万円、２階は8,000円、

３階は7,000円。これでつくる面積の全部を埋めると年間で約９億9,900万円の収益が上がり

ますねと。そこに市の土地を借り入れる借地料を払うと、残るのは参考指標と書いてある表

面収入とありますね、一番下の四角です。9,270万円が、その事業所の収益になりますねと。

これを民間の考え方でいくと、大体５年間で投資した５億を回収すると。５年間で回収しよ

うとすると、９億2,700万必要ということなんですね、簡単に言いますと。６年、７年、８

年というのは、テナント撤退リスクに備えてもうけ分をそっちに回す。さらに10年以降にな

ったときの施設の改修費、そういったものを見ると、５年で投資は回収しなきゃいけないと

いうことで、こういったものを示されて、民間的な考え方でいくと、可児駅前の公共用地で

のＰＦＩ等による大きな民間投資というのは非常に難しいというのが全体的な評価でござい

ました。 

 では、続きまして46ページをお願いいたします。 

 今申し上げました公共サービスの導入機能、それから民間サービスの導入機能という２つ

の検証作業から、必要かつ実現可能な機能をここの46ページで整理しております。上段は公

共サービス機能の考え方から、下段から民間サービスの機能の考え方からいきますと、まず

は公共サービス導入機能の方向性としては、中ほどの四角ですけど、子育ての支援機能、健

康増進の機能というものがいいんじゃないか。それから民間サービス導入機能の方向性とし

ては、当然駅前でありますので、駅前の来訪者を対象とした立ち寄り商業サービス機能、そ

れから目的性の高い、専門性の高いもの、生活支援機能というものが必要でしょう。そして

もう１つは、都市の顔、玄関口ですね。ということで、公共空間の機能をしっかりと押さえ

なきゃいけないよと。そこには、電車を使ってみえた観光者に対する観光情報を発信するも

のだとかアンテナショップ、それから多様な世代が集まれるような広場の機能、そして駅前

というランドマークの機能をもしっかり持たせたいという大きな３つにまとめ上げておりま

す。 

 それを文章にしますと、47ページの下の段のところに「子育て」「健康」からの「にぎわ

い」づくりというようにまとめております。当然、先ほど申し上げましたとおり、公共施設

をつくりに行くことによって人の流れ、人口交流をふやします。そういった中で、施設内、

もしくは周辺においてその附帯サービス、民間サービスの需要を喚起すると。それが行く行
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くは中心市街地エリア全体の活気づくりにつながっていけばいいというふうに整理をしてお

ります。 

 あと３章、４章に参ります。 

 こちらのほうは、今まとめたものの中から拠点施設全体のイメージと、それから施設のも

う少し細かなイメージを探り出しております。 

 ここでは、48ページ。 

 ここで、３つの基本方針に整理をいたしました。基本方針の１つとしては、子育て、健康

づくりの機能に、プラスにぎわい、広場の機能をつけようと。そこで、出会いの場をつくっ

ていこうというものでございます。基本方針の２、これは可児駅と可児川を結ぶ軸を形成し

ようというものです。これは、前段一番冒頭に申し上げました地域の皆さんの思いとか、そ

れから都市計画的な位置づけ、そういったものからこういったものを上げております。 

 49ページ裏面、可児市の玄関口としてふさわしい公共空間をつくろうというようなもので

整理をしております。 

 それで、50ページには、本来ここで必要な規模というものはどういうものかというのをも

う少し積み上げたいところでありますが、まだまだこれから議論をしていく部分も必要だと

いうところで、現在の施設規模から、今申し上げたような４つの視点を入れることによって

必要な規模が後ほど出てくるだろうというふうに考えております。 

 51ページをお願いします。 

 第４章、最後のくくりといたしまして、施設による整備機能別の整備イメージをここであ

らわしております。これは、どちらかというと建築物まで物の考え方を少しブレイクダウン

したというか、落としたものです。ここであるのは、まず基本方針、子育て支援機能を中核

として幾つかの機能を集積することによって、新しい魅力づくりと、ここにしかない価値を

生み出そうじゃないかというところでございます。ここで必要というのは、先ほど申し上げ

た公共サービスの機能と民間サービスの機能の両点から細かく押さえてくると次のようにな

ります。 

 子育ての支援機能、さらにこの子育ての支援機能の中には、検診の機能、学びの機能、相

談の機能、交流の機能、こういったものが必要ですねというところです。これについては、

Ａ３でお示しした「つなぐ」「まなぶ」「かかわる」という、そういった事業とも関連しな

がら形がつくり上がってくるというふうに思います。そして真ん中、健康づくりの機能、そ

れから地域情報発信の機能、それから商業・サービス機能と。これは民間の機能になります

が、こういった機能が建築物の中には必要ですねというところです。あと、右側には、その

施設整備の方針とか、配置の方針とか、施設イメージというのがありますが、これはまたご

らんいただきたいと思います。 

 52ページ、こちらは、建築物とその全体の空間をどうするかというところで、駅前のラン

ドマークとなる「心地よさ」を表現できる空間をつくっていこうというところです。広場の

機能の中には、心地よく過ごせる。それから可児の駅前として可児の顔となるようなものに
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したいと。それから可児川の水と緑の接点の空間をつくり上げていこうというようなもので

す。あとは歩行者通路ということで、駅から可児川までの水辺を結んで、心地よく安全に歩

ける空間を形成していこう。そして駐車場、これについては地方都市、どうしても車での移

動が多くなるので、ここについては100台から150台はやはり必要じゃないかというふうにな

っております。 

 55ページ、少しこれカラーで横のイメージになっておりますが、これが恐らく、これから

市民の皆さんといろいろ意見交換をしていく中でのたたき台になるイメージのものとして、

つくってあります。今まで申し上げました子育てと健康と広場によってにぎわいづくりをし

ていくというものを絵にしたものです。左手に駅前広場があり、右手に可児川があります。

この黄土色の四角の中に、１本道路が走っていますが、それは別っこではなくて、同じ空間

の中として捉えております。まず１点は、先ほどから言っています駅と施設と可児川を結ぶ

歩行軸をしっかりしようというところ。それから３つの広場をつくったらどうだと。駅に面

する方面、それから施設の中の人たちが交流する広場、そして、ここの施設と川、河川軸と

をつなぐ基点としての広場というようなものをイメージ的に意識しております。 

 施設的には、この上側に、四角が大きく２つの中にくくられていますが、これはイメージ

的にはこういった施設は１階のほうがいいんじゃないかというコンサルタントの、建設関係

からの意見として、それを１階、２階にとめるということではなくて、地上階にあったほう

がいいとか、そういったことを少し意識して配置がしてありますが、例えば民間サービス施

設については、やはり事業者の収益確保とか、歩行者とか、そういったところから、やはり

駅側にあったほうがいいでしょうとか、子育て支援の交流機能ですね。例えば児童センター

とか、キッズサロンとか、そういったものが１階にあったほうがいいんじゃないかとか、健

康づくり施設については、可児川とそれに沿った遊歩道をつくるＫルート、そういったもの

との複合的な使い方によって第３の広場であるところをうまく使いながら、これ、もしかす

ると北側にあったほうがいいんじゃないかとか、そのような提案になっております。 

 あとは、上に子育て支援の機能として検診の機能とか、相談の機能、これは当然効率性と

か使いやすさは必要ですけど、プライバシーとか、そういったものもしっかり配慮していこ

うと。 

 それから、学びの機能については、食育とか、そういったもので注意していこうというよ

うなものをイメージしております。この絵がもっともっとこれから皆さんのいろんな意見交

換をしながら、これがもっともっと立面的になっていくといいなという、そのたたき台とし

て今回提案をしております。 

 最後、長くなりました56ページ。 

 こちらには、今後のスケジュールですね。平成26年度につきましては、施設の企画設計と

いうことで、きょうは委員会のほうでも、決算予算委員会で申し上げましたとおり、イメー

ジをみんなで合わせていく作業というものに位置づけております。それができ上がったら、

基本設計に行きたいというようなものとか、裏の57ページは、設計のプロセスというところ
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で留意点とありますが、多くの市民と意見交換をしながらどのような空間をつくり上げてい

くのか、そのイメージについて合意形成を図っていくことが必要だよというようなことがあ

ります。 

 このようなことに注意しながら臨んでいきたいというところを、こちらの機能配置の方針

案というところでまとめましたので御報告いたします。以上です。 

○委員長（山田喜弘君） これより質疑を行います。 

 発言ありますか。 

○委員（伊藤健二君） たくさんあるけれども、きょうはこの場でたくさんの意見交換をする

というのは余り適切じゃないように思うんです。それで今、最後に言われたこの方針案の最

後のページ１つ手前の56ページに、今後の手順とスケジュール、今後の予定ということで、

建設を主体にして書いてあるんだけれども、一番大事なのが平成26年度にやる施設の企画設

計、基本コンセプトの確定というところが一番、何の目的でどういうふうにつくるかという、

ここにあるんだろうと思うんですね。それは時間もかかるし、今までの経過があることなん

で、そこは丁寧に一つ一つ乗り越えていかないと、せっかく何度目かの正直で本当にいいも

のをつくろうと頑張っている皆さんの努力が実を結ばないということになりかねないとも思

うので、ここは丁寧にやっていただきたいというのを、まず質問じゃなくて先に要望をしま

した。 

 きょう午前中の予算決算委員会の席上でも、私の会派の議員が若干問題をぶつぶつ言って

おりましたけれども、拠点施設の名前をどういうふうに呼ぶかということでたまたま意見が

すれ違ったということですが、要は短い言葉に凝縮して、何をイメージしようとしているか

ということが、やっぱりまだ一致していないことのあらわれだろうと思うんですね。例えば

ちょっと変な例示ですけれども、今度坂戸に総合運動公園というイメージでスタジアムが４

月にはオープンしますが、あそこは決して野球グラウンドというふうに呼んじゃいけないよ

ということが意思統一をされましたよね。だから、野球グラウンドはもちろんできるんだけ

ど、その他サッカー場機能も設置できるし、その他ももっと多様な使い方があるんだという

ことなんです。 

 それと同じ例示がいいかどうかはあるんでしょうけれども、理解してもらうためにあえて

言及したのは、子育て支援中核施設と言い切ってしまうと、子育て支援の中核なんだという

ことだけど、そういう表現は、この方針文案の中には直接的にはそのままの表現は出てこな

いね。だから、48ページ、拠点施設の全体イメージのところに原理的なこの考え方は述べて

あって、そこのイメージも相当幅広いですよ。そいつを無理に縮めるとややこしくなるんで、

決して同じ手順の間違いは繰り返さないように、ここは位置づけていっていただきたいと思

います。 

 私、質問のことですが、経過との関係についてどう考えたらいいのかを教えてほしいとい

う質問です。経過というのは、この方針案の４ページに図表１－３で駅周辺整備の経緯につ

いて書いてあります。一目瞭然なのは、昭和57年の市街地整備構想に初めてこの駅の問題が
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位置づけられたというわけですが、その昭和57年から次の中心市街地活性化基本計画までの

流れは、紆余曲折しながら、ここの駅前をきちっとした形で生かしていこう、開発しようと

いう方向が出てきたというふうに理解して、ここは一括していいと思うんです。 

 問題なのは、中心市街地の活性化に関する法律が出てたりして基本政策を策定すると言っ

たけど、この平成11年の基本計画、これは駅東の開発を決定して実施を始めたときと同じ時

期ですけれども、この基本計画は、今基本的に別のものに置きかわったのか、生きているの

か。約10年たつわけですが、平成21年に都市拠点施設基本計画を策定することになるわけで、

平成11年から平成21年までの間をつないだだけの役割で、そこでいろんな課題は出たけど、

いっぱい出してもらって、結論としてはそれらを原則的には、達成したら次に行くよと、次

の発展を目指して動き出すよというふうに理解すればいいのか、何か引きずっているものが

あるのかという話です。なぜそういったかというと、達成課題、その隣の３ページを見ると

わかると思いますが、事業の特徴が５点ぐらい掲げてありますけど、２番目と３番目はまだ

未達成なんですよね。集約化による都市拠点施設をつくるぞと言って、駐車場と駐輪場を誰

が運営するかはともあれとして、現に提供できるものがつくられています。都市拠点施設は

まだできていません。それを今、改めて位置づけ直しを含めていいものをつくろうとしてや

ろうとしている。２番は、まだ一部未達成で、これからその完成に向けてスタートというこ

とになるわけですね。３番についてはというと、顔づくりということやもんで、結局この２

番と３番の事業の特徴で述べられているこの内容が、今決めようとしているこの方針案に、

基本的には受け継がれてこの方針案が具体化されようとしていると、そういう理解でいいの

かということの関係があります。 

 そして、もう１つは、今度は平成21年からの都市拠点施設基本計画案、これって案のまま

で終わっちゃったのかな。案が変わって何かつくられる、それとも今議論しているこれがそ

の案をとる内容として提起されてきた内容というふう理解をしたらいいのか。ちょっとそこ

の点の交通整理だけ、位置づけとの関係で教えてください。 

○子育て政策室長（高井美樹君） まず３ページの事業の特徴のところにございます中心市街

地活性化計画の、今引き継いでいるかどうかところにつきましては、やはり先ほど申し上げ

ましたとおり、要するに物の考え方というのは、この中心市街地基本計画に沿ってやってき

ている。お手元の資料でいきますと11ページと12ページのところに少し書いてございますが、

拠点施設の部分については、当時は11ページの２つ目の箱のところに可児市中心市街地活性

化基本計画で各種生活サービスを提供する複合施設をつくろうよと。駅前立地生涯学習施設

とか、高齢者施設、立ち寄り商業、行政サービスというようなものがここに書いてある。こ

れが順に具体的になっていったということと、それから区画整理と拠点の用地というのは、

旧まちづくり交付金の延長の中でずうっと動かしてきています。 

 今期、第５期が平成26年４月から始まります。第１期、第２期、第３期のまちづくり交付

金、社会資本整備総合交付金という旧まちづくり交付金という交付金になりますが、これを

少し名前を変えた新しいメニューでより補助率のいいものを目指していくという方向で、今、
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国に申請を上げている段階ですので、この辺は当然同じ中でずうっと都市整備課、建設部と

調整しながらずうっと進めてきているというのが１点と、それから、この基本計画につきま

しては、対外的な公表というよりは、11ページにも先般も御説明いたしましたけど、非常に

具体的な内容になっています。これは、あらゆるメニューを並べたというもので、これを全

て実現可能かどうかというところを今回探り、その実現可能性をいろいろな視点、公共サー

ビスの視点、民間サービスの視点から、これを延長的に引き出しつくり上げたのが、この機

能方針だという位置づけにしております。以上です。 

○委員（伊藤健二君） 計画案は、案はもう取れているんですね。平成21年３月、都市拠点施

設基本計画となっているけど、一応これはこれで、今一応は羅列であっても生きているとい

う、基本はね。 

○子育て政策室長（高井美樹君） はい、そうです。 

○委員長（山田喜弘君） ほかに発言はございませんか。 

○委員（酒井正司君） ちょっと本題から離れる質問で申しわけないんですが、このマイナス

10カ月から云々というタイトルなんですが、これって例えば多言語に訳したら通じないです

よ。十月十日なんて日本だけの話ですから、私は赤ちゃんを産んだことないんですが、これ

はメンスのサイクルで28日計算です。ですから、こういう多文化共生のまちでこういう表現

というのは気をつけて使わないと、ちょっと恥をかくケースが出てきます。指摘しておきま

す。 

○子育て政策室長（高井美樹君） 大変、多言語の観点からありがとうございます。 

 やはり、こういった表現について、健康増進課の保健師とか、いろいろな中でどうだろう

かということをいろいろ検討してまいりました。ただ、今子育てという、妊婦さんも含め小

さい赤ちゃんを持っているお母さんというのが非常に悩んでいるというところに、我々が一

生懸命、行政としてつながって支援していくよというところを皆さんに少しインパクト的に

知っていただきたいという意味で、このマイナス10カ月という、あえて少し考えなきゃいけ

ない部分という表現をしたらどうだろうかというところでの発想でございます。これを多言

語で通じないという部分については、一生懸命翻訳する人にわかるように表現をしてもらう

ようにしたいと思います。以上です。 

○委員（小川富貴君） 要は、土地区画整理をやりました。もうこれで計画が終わってきます。

何かをやらなきゃいけません。何かをやるんだったら、とりあえず今子育てというのが市長

の公約にもあるしというような、何か後づけ、後づけで出てきたものだというすっきりしな

い感があるんです。でも、もしもみんながそれでというふうに決めてやるというんだったら、

もう少し、それこそ先ほど美濃焼のところで、こんな行政の考え方じゃいかんと市長がおっ

しゃった、新しい考え方を入れなきゃと。まさしくこれ行政の考え方で埋め尽くされた内容

のように思うんですね。 

 今、酒井委員もおっしゃったように、多言語が売りの、現実、現況が多言語のまちだった

ら、それをもっと生かす。今、日本が何を求められているか、子育てに何を求められている
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かといったら、それこそバイリンガルの子供たちをどんどん育てるということが社会的に非

常に希求の強いところですし、親もやっぱり英語を習わせよう、何語を習わせようと必至に

なって海外まで子供を連れて出ているような状況なんですね。海外競争力でも、韓国なんて

本当にフィリピンだとかアメリカに子供を父親と引き離して出してやっている。物すごい力

を教育に入れているわけです。日本はまだそういうところは薄いかもしれないんですけれど

も、やっぱり持っていらっしゃる方たちは、言語、特に小さいころはバイリンガルだけじゃ

なくてトリリンガルでも、可児市にはそれがいっぱいあるわけです。ポルトガル語を話せる

人、中国語を話せる人、英語を話せる人、ここの職員でもそれができる人がいるわけですか

ら、そういうものが当たり前のように若い、胎教のときから、それから育つ段階でいけば、

月曜日はポルトガル語がしゃべられている、火曜日は英語が、そういうスタッフがアルバイ

トのように大勢いて、言葉に平気でなれられるような場所があってもいいんじゃないかなな

んて思うんですね。そういう要するに売り、ここしかない、だから人が集まってくる。医療

費でも、中学校まで免除したことによって、かなりの人たちがよその市から移り住んでいら

っしゃったというふうに聞くんです。 

 こういう教育に特化した何かのものがあったら、必ず私は外から若い子連れの人、胎教を

やりたい人たちっていらっしゃると思うんですけれど、ぜひ検討していただきたいと思いま

す。 

○子育て政策室長（高井美樹君） まずバイリンガルの教育という部分では、今年度の予算に

も上がっておりますけど、南帷子小学校で英語コミュニケーションということで取り組み、

それをさらにモデル校をふやしてやっていこうというのが予算立てで上がっていまして、そ

ういったところがこちらの中でもコミュニケーション能力の向上ということで、英語という

ものになれ親しむ、プラス自分をそういったもので表現するコミュニケーション向上という

ものをつけ加えてやっていこうという政策的な考え方がございます。 

 あと、施設の中につきましては、駅の西側には、可児市は全国的にも非常に注目されてい

る可児市多文化共生センターフレビアという施設がございまして、ここが可児市国際交流協

会の皆さんによって運営されています。あそこへ行くとタガログ語やポルトガル語や、そう

いったものが飛び交っているというところで、そういった意味では、今度自由通路ができま

すと、大体200メーター圏内になりますので、その辺は一緒にお互いが近くということもあ

って、機能的に連携し合いながらやれるような仕組みというのは十分考えられるかなという

ふうに考えます。以上です。 

○委員長（山田喜弘君） ほかに発言はございませんか。 

○副委員長（板津博之君） 私も現役の子育て世代でございますので、本当に駅前拠点という

のは、先ほどの説明の中でもありましたけど、この10万都市可児の玄関口として提案があっ

たわけですが、今後の予定の部分で、平成26年度に基本設計をやられて、平成27年度にパブ

リックコメントで市民への公表と意見募集というふうな流れになるということなんですが、

いわゆるそのパブリックコメントの部分で一体どこまでを採用してというか、恐らく基本設
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計というのはほぼ、かなりな詳細までのものが上がってくると思うんですが、パブリックコ

メントでじゃあ何をどこまで変えられるのか、いわゆる市民の意見がどこまで反映されたも

のにできるのかという部分を、今の段階ではなかなか難しいかもしれませんが、わかってい

る範囲で教えてください。 

○子育て政策室長（高井美樹君） 予算決算委員会でも御説明しましたとおり、一番大切なの

は、ここにあります施設の基本設計、基本コンセプトをつくり上げていく。これはきょう申

し上げましたとおり、いろいろな団体の方とか、そういったことのワークショップとか、意

見交換の中からイメージを統一してつくっていこうというふうに考えております。それをも

とに基本設計というのができてくるわけなんですけど、どうしても私どもはパブリックコメ

ントの要綱の中に基本設計をつくり、今回ですと、例えば保健センターの機能を移動する、

組織を移動するという場合は、パブリックコメントをとるという要綱になっております。そ

の中で、これは当然位置づけてやっていきますけど、その中でいろいろな意見が出てきたも

のを一つでも全体のバランスですね、これはやはり専門家の視点が入ってきますので、そう

いった方の視点を入れながら必要なものは取り入れていくということになるかなと思います。 

○副委員長（板津博之君） そうすると、もちろん大幅な変更はないけれども、付加的な要素

として、そのパブリックコメントで上がってきたものを追加するというようなイメージでよ

ろしいですか。 

○子育て政策室長（高井美樹君） いわゆる構想部分にかかわる部分ではないところの変更と

いうのは、専門家の視点がそれを認めれば、必要なものは必要なものとしてやっていくとい

うことになるかと思います。 

○委員長（山田喜弘君） ほかに発言はございませんか。 

○委員（伊藤健二君） 22ページに駅周辺の公共施設、公共用地分布状況表というのがありま

すが、どの程度の意味合いでここに書かれているかはわかりませんが、まだ十分承知してい

ないんですが、市役所までの約600メートルを半円形にして、その周辺にあるよということ

で周辺だけど、周辺の概念をどうとるかはあるんでしょうけど、要するに、くれよんと子育

て・生涯関連の施設については、多分はかると１キロ前後ですよね。せっかく下、地図が余

っているし、下にちょっとずらしてもらって、このこども発達支援センターくれよんも落と

さずに入れたほうが検討の中身としては豊かになるし、大事だと思うんです。こども発達支

援センターくれよんのような施設をこっちへ持ってこないのかという議論が、実は地域の中

にはあって、具体的に私言われたんです。今度は作業所というか、授産所というか、その手

の類いはできるんでしょうと言われたけど、いやそういうふうにはまだ聞いていませんけど

という話をすると、あれ、そういうふうじゃないのというふうに、ある特定の地元の人から

聞きました。だから、今あるこども発達支援センターくれよんをどういうふうに続けて、ど

う有機的に結んでいくかというのは課題としてあるでしょうけど、それも含めて市役所を含

めたこの周辺の中に位置づいている関係であるということで、きちっと位置を、ポイントを

押さえといていただいたほうがいいと思うんですが、それはどう思いますか。 
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○子育て政策室長（高井美樹君） 600メートルでも市役所はちょっと外れているというふう

になっていますけど、こども発達支援センターくれよんについては、今回この表示すること

については、子育て、特に切れ目ない支援という部分では非常に大きな役割を果たす機能に

なっていますので、それをここの分布図の中に入れて表現をする、一つの議論の土台として

していくということは必要だと思っています。 

 今までのいろんな経過の中で、ある程度のものを集約するというのは当然必要で、それが

機能するというのは新しい魅力と価値を生むというところでありますが、結構な、やはり施

設の規模とかそういった問題もあるので、それはこれからの議論の中で整理していくことに

なってくるかなというふうに考えます。 

○委員長（山田喜弘君） ほかに発言はございませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

 なければ、ここで10分間休憩します。 

休憩 午後３時31分  

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後３時37分  

○委員長（山田喜弘君） それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 報告事項５．地方税法等の一部を改正する法律案の概要についてを議題とします。 

 それでは、執行部の説明を求めます。 

○税務課長（林 良治君） それでは、地方税法の一部改正の法律案につきまして御説明申し

上げます。 

 これにつきましては、平成26年度の税制改正が昨年の12月24日に閣議決定されまして、そ

のうちの地方税関係部分につきまして、ここにあります地方税法等の一部を改正する法律案

としまして平成26年２月７日に国会に提出されまして、平成26年２月28日には衆議院を通過

いたしまして、現在参議院で審議中でございます。これにつきまして、今回の法律案には、

一部に平成26年４月１日から施行となるというものがありますので、今後の国会の審議状況

にもよりますが、例年の流れで申し上げますと、この法律案の成立が年度末となりまして、

税条例等の一部改正について平成26年３月31日専決とさせていただく部分もあり得ますので、

この法律案の関係部分について概要を御説明申し上げます。 

 資料６のほうをよろしくお願いいたします。 

 まず車体課税についてでございますが、まず自動車取得税について記載されておりますけ

れども、この税は県税でございますので、市税条例の改正に関しては影響ありませんので、

説明は割愛させていただきます。 

 また、次の自動車税につきましても県税でございますので、これも割愛させていただきま

す。 

 そして、その下の軽自動車税ですが、これは御存じのとおり市税でございまして、これに

ついて税率の引き上げが予定されております。 
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 この資料の下のほうの部分の記述、あるいは１枚めくっていただいて３ページ目に当たる

ところに別紙というのがありまして、この下段のほうに軽自動車税の件が載っておりますが、

こういったところを見ておわかりいただけるとおり、税率の引き上げの時期とか引き上げの

幅・率などについては、車種によってかなり異なっております。いろいろある状況でござい

ます。時期の早いものですと原付とか二輪車等が平成27年度分から引き上げというのが一番

早いかと思います。 

 市民の方への影響としましては、当市の場合、軽自動車税の税収の実に80％以上は四輪の

自家用乗用車の税収でございます。したがいまして、この車種の税率の引き上げの影響が一

番大きいかと思われますが、この四輪の自家用乗用車につきましては、この資料にあります

ように、現行は年額7,200円ですが、平成27年４月１日以降に最初の新規検査を受けた車か

ら、わかりやすく言えば、この日以降に新車登録された車から新税率であります年額１万

800円の適用を受けることになります。軽自動車税の課税対象となりますのは、毎年度４月

１日に所有されている方ということになりますので、この車種の新規登録された車で、実際

に新税率で課税となりますのは、実質的には平成28年度以降という形になります。軽自動車

税については、以上といたします。 

 続きまして、１枚めくっていただいて、２ページに行きたいと思います。 

 ここには、２の地方法人課税として、地方法人課税の偏在是正のための措置と記載されて

おりますが、これについて説明いたします。 

 少し細かくなりますが、消費税のことが入っておりますので、消費税の話を絡めましてお

話しさせていただきます。 

 ここで言う地方法人課税といいますのは、具体的には法人都道府県民税、そして法人市町

村民税、そしてもう１つ、県税のほうにあります法人事業税のことでございますが、これら

法人に係る税の税収といいますのは、法人が現実としまして大都市圏に集中しておりますの

で、地域間でかなりの偏在性がございます。 

 平成24年度の決算額におけます都道府県単位で人口１人当たりのこれらの地方法人課税の

税収という額を比べてみますと、一番多い東京都、それから一番少ないのは奈良県なんです

が、比べると5.7倍の差がございます。そしてもう１つ、一般に言われております消費税の

中の一部であります地方消費税についても、やはり地域によって偏在性がございます。地方

消費税は、そのかなりの部分が消費に関する統計の数値によって国から各都道府県に分配さ

れている形になっておりますので、どうしても消費の量が多い大都市圏に多額に配分されま

す。先ほどと同じように、人口１人当たりの税額を都道府県単位で比べますと、一番多い東

京都と、こちらの一番少ない沖縄県と比べますと、1.8倍ほどの差がございます。そして、

こうした偏在が現状としてある中で、この４月から消費税の税率が変わる。当然ながら地方

消費税の税率も変わりまして、1.0％から1.7％に上がっていきます。したがって、これによ

りまして、大都市圏と地域との地方消費税の収入金額の差がさらに広がると、金額の差が広

がるということになりまして、地域における税収の偏在がより強まってしまうという状況に
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なってまいります。 

 このために、この資料の２ページ目にありますように、こうした偏在を是正するためとい

うことで、この地方消費税を含めた消費税の税率が８％になる時期に、より地域の偏在性が

強い法人都道府県民税と法人市町村民税の税率を引き下げまして、その引き下げた分の相当

分を国税として新たに創設されます地方法人税の収入といたします。そして、国のほうへ入

れてしまいまして、それを直接地方交付税の会計に繰り入れてしまうと。そして、交付税の

中で交付団体だけに、つまり財政力の比較的弱い団体のみに交付するという形にするという

ことで、言ってみれば、国による財源の再配分を行うということになります。 

 可児市の場合は、法人市民税の法人税割の税率は標準税率を採用しておりますので、ここ

に出ておりますけれども、12.3％から9.7％に引き下がることになる見込みでございます。

そのために、可児市の法人税の税収は、今後かなり減少するという形になります。過去３年

の法人市民税の税収額で推計いたしますと、年間１億円から１億5,000万円ほどは法人税額

は年によってかなり額が変わるんですが、過去３年で見ると１億円から１億5,000万円ほど

減少することになりますが、可児市は地方交付税の交付団体でありますので、地方交付税と

しての収入は、今後増加する見込みでございます。 

 なお、この法人市民税の改正税率は、平成26年10月１日以降に開始される事業年度から適

用というふうになっておりますので、市の法人市民税の収入に、実際に減少の影響が出てき

ますのは、その該当する事業年度の決算が出てくることになります平成27年度の後半以降に

減少の影響が出てくるだろうと見込まれます。 

 それから、細かいことですが、このページの上から９行目ほどにあります地方法人特別税

というのが○の２つ目のところにありますけれども、これについて少し説明しますと、これ

も国税でありまして、その内容としては、先ほどちょっと申し上げましたが、都道府県が課

税している法人事業税が、地域による偏在性がやはり強いということで、平成20年度からこ

の地方法人特別税というものを国のほうがつくりまして、従来の法人事業税の一部を国税と

して徴収しまして、それを一定の基準によって、また各都道府県に再配分しているというも

のでございまして、その内容が今回創設されます地方法人税とかなり近いと、結局再配分す

るという形とほぼ一緒ということで、地方法人特別税のほうは規模を３分の１縮小しまして、

その減らした分はもとの法人事業税に戻すということがここでうたわれております。２番に

ついては、以上の説明でございます。 

 続いて、３の復興支援のための税制上の措置でございますが、これは東日本大震災におけ

ます被害を受けた土地についての話ということで、可児市は対象外でございますので、説明

は割愛させていただきます。 

 続いて、４の主な税負担軽減措置について御説明申し上げます。 

 これについての改正でございますが、これらについては、原則平成26年４月１日から施行

となるということでございます。 

 まず新築住宅の固定資産税の税額の減額措置についてですけれども、新築住宅につきまし
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て、一定の住宅については建築後３年間、120平米分を限度として固定資産税を２分の１減

額するという措置でございまして、現在も実施しております軽減措置ですが、これについて

現行の法制上では、対象となる住宅は平成26年３月31日、ほとんどすぐですけれども、３月

31日までに新築されたものというふうになっております。これについて、この対象期限を２

年間延長すると、平成28年３月31日までに新築されたものも対象とするということで、軽減

の延長ということでございます。 

 続きまして、次の耐震改修が行われた既存建築物に係る固定資産税の減額措置の創設、新

たに制度をつくるということでございますが、これは耐震改修を促進する支援策ということ

で、新たに行うものでございます。これは、平成26年４月１日から３年後の平成29年３月31

日までに一定の耐震改修を行われて、それが強度その他、一定の基準に適合するということ

が証明された場合には、改修完了後、２年度分の固定資産税につきまして、対象の建築物の

税額を最高２分の１減額するという制度ができるというものでございます。 

 そして、次の項目でございますが、これは国家戦略特別区域法に基づく、これは特区に指

定された場合にその地区の一部について特例措置が係るというものですが、差し当たり、当

市はちょっと今のところ該当外でございますので、これについては説明を割愛させていただ

きます。 

 そして、その下ですが、公害防止施設設備に係る固定資産税の特例措置等について、わが

まち特例を導入するというふうにされておりますが、これについては、公害防止のために設

置されました一部の設備等、具体的には、汚水とか排水処理施設等が当たるんですが、現行

上も固定資産税を軽減する特例率の適用は今もございます。ですが、今まではそれの特例率

が全国どこでも一緒でございました。これについて、平成26年４月１日以降については、各

市町村が一定の割合の範囲内であれば、独自に適用率、軽減率を決めることができる、そう

いったわがまち特例の対象にするよと、条例で定めるようになるものでございます。 

 そして最後、その他でございますが、その他として航空機燃料譲与税の見直しについて記

載がされておりますけれども、この税は空港関係の都道府県及び市町村に対してのものでご

ざいますので、当市は対象外でございますので、説明は割愛させていただきます。 

 以上、概略を簡単に申し上げましたが、また準則等が国からおりてまいりましたら改めて

詳細にお話し申し上げますので、よろしくお願いいたします。以上でございます。 

○委員長（山田喜弘君） これより質疑を行います。 

○委員（伊藤健二君） 税務課長でわかるかどうか、わからなかったらいいですが、地方消費

税のさっき説明しました。８％段階において地方分が1.7％になるという御説明がありまし

た。つまり現行よりは0.7％ふえるということですが、物の本によると、経過措置で平成26

年度はどうなるんでしょうかね、0.2％、つまり0.5％分についてはもらえないという話があ

るやに聞いておりますが、そのような話は確定的な話でしょうか、事実でしょうか。知って

いる範囲で結構です。ちょっと教えてください。 

○税務課長（林 良治君） 直接的には、私も担当外なので詳しくはないのですが、きっかり



－４３－ 

0.5％少ないのかどうかというのはわかりませんが、これについては統計等の数字が出てか

らくるということで、タイムラグがあるということで、なかなか完全には、すぐには来ない

と。ですから、1.0％から1.7％になったからすぐ７割分余分に来るものではないということ

を財政担当の者から聞いたことがございます。その件とリンクするのかどうかは、ちょっと

詳しくはわかりませんが、どちらにしてもすぐにはぽんと上がるものではないというふうに

聞きました。済みません、そのぐらいしかわかりません。 

○委員長（山田喜弘君） ほかに発言はありませんか。 

 よろしいでしょうか。 

〔挙手する者なし〕 

 発言もないようですので、次の議題に移ります。 

 その他を議題といたします。 

 何かありましたら御発言をお願いいたします。 

〔挙手する者なし〕 

 ないようでしたら、これで終了してもよろしいでしょうか。 

〔「はい」の声あり〕 

 これで総務企画委員会を閉会いたします。 

閉会 午後３時55分  
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